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Ⅰ．令和４年度実績の総合自己評価 

本学は 1950 年（昭和 25 年）の開学以来、建学の精神「真理はわれらを自由にする」の

理念のもとで、教養教育・専門教育および免許・資格教育を実践してきた。この間、長期に

わたる文学部のみの単科大学の時代を経て、2002 年以降は時代と社会のニーズに応え食物

栄養科学部（2002 年）、国際経営学部（2009 年）を開設した。現在、3 学部のもとに国際

言語・文化学科、史学・文化財学科、人間関係学科、食物栄養学科、発酵食品学科、国際経

営学科の 6 学科を擁するに至っている。 
このような大学組織の拡大に伴い、大学運営を組織的・計画的に推進する観点から、2008

年より自己点検評価を実施している。更に 2006 年以降、「公益財団法人日本高等教育評価

機構」の認証評価を三度受審し（2006 年、2012 年、2019 年）、いずれも「適合」の評価を

得ている。 
こうした自己点検評価を一層計画的に進めるため、2012 年から建学の精神を踏まえた中

期計画を策定し、教育の改善に努めている。第 1 期は 2012 年から、第 2 期は 2017 年から

の各 5 年間で、現在は第 3 期中期計画を実行中である。以下、その第 1 年目（2022 年度）

の実績を振り返り、重点目標ごとに点検・評価を行うこととする。各項目の評定の基準は下

記のとおりである。 
【評定基準】 

評定 評定の基準 
Ⅳ 事業計画に添って取組が順調に進み、当初の計画以上の成果が上がった。 
Ⅲ 事業計画に添って取組が順調に進み、ほぼ計画どおりの成果が上がった。 
Ⅱ 事業計画に添って取り組んだが、計画達成までにはほど遠かった。 

Ⅰ 事業計画に添った取組がほとんど或いは全く行うことが出来なかった。 

 
（１）令和 4年度実績の自己点検評価 

①教育力の強化 

現在、大学教育に強く求められているのは「教育の質保証」と「学修者本位の教育」

であり、またそれを具体的に推し進めるための教育方法や教育内容の改革・改善であ

る。「教育の質保証」については、本学は毎年改善に努めているところであるが、今期

はアセスメント・ポリシーの充実を図るとともに、学科レベルのアセスメント検証に

力を注いだ。また、教養教育と専門教育の相互補完、初年次教育の改善についても検

討を進め、教職課程については、「教職支援センター」の設置を検討するとともに、

「教職課程自己点検評価報告書」を作成・公開した。 

「学修者本位の教育」については、学生の個別相談と重点的指導に注力し、修学支

援も含めた「学生支援センター」の開設について検討した。また、在学生・卒業生の

意見を教学に反映させるため、「学生との点検評価会議」及び「授業改善のための学生

参加ＦＤ」を開催するとともに、卒業生を対象にした「学習成果達成度の調査（報告
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書刊行/令和 4 年 6 月）」を実施し、教育・学生指導の改善に活かしている。 
《評定》 

円滑な IR データの提供、授業数の整理、初年次教育のあり方、ポートフォリオ学

修支援システムの入力等について今後検討の余地を残すものの、重点課題である「教

育の質保証」・「学修者本位の教育」に関する取り組みはほぼ計画どおり実践され、改

善に向けての努力もなされたので、総合的な評定は〔Ⅲ〕とする。 
 

②学生支援力の強化 

本学の学生支援は「学生主体のキャンパスライフの創造」、「ユニバーサル化への対

応」、「安心安全な修学環境の整備」をコンセプトとしている。「学生主体」の推進につ

いては、学生支援・学生相談体制の充実を図るため、全学生対象に「大学生活におけ

る困り、ストレスに関するアンケート」及びそれに基づいたカウンセリングを行った。

更にこうした支援体制を一層充実させるため、「学生支援センター」の開設について

検討した。また、学生の生活環境を整備するため、「学生意見箱」や「学生との点検評

価会議」及び「授業改善のための学生参加ＦＤ」を実施し、学生の意見・要望を把握

し学内環境の改善に努めた。 
「ユニバーサル化」への対応については、特に障がいのある学生のために、入学前

の関係者による打合せや、入学後の「合理的配慮」に注力した。「修学環境の整備」に

ついては、国の修学支援と本学の「別府大学奨学金」を運用し、学生の経済負担の軽

減に努めた。また、「成績優秀者奨学金」を運用し、学生の修学意欲の促進を図った。

コロナ期に休止していたサークル活動も全面的に再開し、学園祭やスポーツ・芸術・

文化分野の学長表彰も復活させ、学生のキャンパスライフの充実に努めた。ただ、災

害への全学的体制が未整備であるので、今後の課題としたい。 
《評定》 

災害時における学園全体の対応について今後検討の余地を残すものの、コンセプト

の「学生主体」・「ユニバーサル化への対応」・「修学環境の整備」に関する取り組みは

ほぼ計画通り実施され、「学生支援センター」の開設など学生支援の充実に向けての

方向性が示された点を評価し、総合的な評定は〔Ⅲ〕とする。 

 

③就職力の強化 

従来、学生の進路指導は就職活動の支援を意味したが、近年、学生の将来全般にわ

たるキャリア教育の観点が重要視されてきた。このような傾向を受け、本学でも就職

支援をキャリア教育の一環として位置づけ実施している。就職支援については、「就

職オリエンテーション」の充実を図るとともに、コロナ禍で中止していた「就活準備

フェア」を再開し、学生の就活モチベーションの促進に努めた。 

近年実績を挙げつつある公務員については、公務員試験対策講座のコマ数を 3倍に
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増やし一層の充実を図った。また公務員以外の講座も 11 講座増設し、学生の就職意

欲を喚起した。キャリア支援については、1 年次から 3 年次まで一貫した系統的キャ

リア教育のシステムを構築した。特にインターンシップ重視の社会動向に対応するた

め、3年次のインターンシップ科目の充実を図った。 

《評定》 
就職オリエンテーションの出席率、個別相談の件数、就職マインドの低い学生への

対応等について今後検討の余地を残すも、ポストコロナへの各種取り組みが積極的に

行われ、インターンシップ重視の社会的潮流をキャリア教育の中に鋭意取り入れた点

を評価し、総合的な評定は〔Ⅳ〕とする。 

 

④研究力の強化 

大学における研究・創作活動は、教員においては教育、学生においては修学の源泉

である。この3年間コロナ禍の影響で全国的に学術・研究活動が停滞気味であったが、

今年度から多くの学会が活動を再開させている。大学としても管理運営の諸会議を通

して、外部資金の申請・受託、学会発表、論文の投稿などを促しているところである。

教員の論文投稿については、食物栄養科学部を例に取ると、教員の 60％が研究成果の

発表を行っている。外部資金の申請や受託については、史学・文化財学科、食物栄養

科学部を中心に進められ、科研費は１５件申請し、５件が採択された。また、受託研

究等については、本県あるいは九州管内の自治体・企業からの申請を受け入れ、受託

研究１０件、共同研究４件の実績を挙げた。 

学生の研究活動については、地域連携、受託研究、学長裁量経費等の分野で積極的

に参画を促している。特に本学が所在する別府市の特色を活かした温泉分野やジビ

エ・昆虫食の分野で学生が活躍した。 

《評定》 
一部の学科において進展が見られるも、全学的には従来のレベルを大きく超えてい

ないので、総合的な評定は〔Ⅲ〕とする。 

 

⑤地域力の強化 

本学は地域社会への貢献を使命の一つに掲げている。「地方創生」が喫緊の課題と

なってからは、その意義はますます高まっている。地域連携の取り組みは、大分県内

の産官学が共同で取り組む「大分地域連携プラットフォーム」の企画に参画する一方、

本学独自の様々な取り組みを進めているところである。地域連携・貢献は学生のキャ

リア意識を養う重要な機会であるので、教育の一環として「地域社会連携 PBL（問題

解決型授業）」、公開講座「九州学」・「温泉学概論」・「トップマネジメント講話」とい

った授業を実施している。また、地域を教育の現場と考え、県下各地の伝統文化を維

持・継承するイベントやプロジェクトに教員・学生が参加している。 
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自治体・企業との連携による地域貢献も進めており、別府市・別府商工会議所との

連携協定（「湯のまちべっぷ協働推進協定書」）に基づき、情報、経済・金融、会計

の観点からリカレントプログラムを実施し、また教養科目「災害支援と防災対策」の

授業を別府市・別府商工会議所の職員向けに公開した。また、豊後高田市と「昭和の

町リ・ブランディング事業」を実施し、教員・学生が民俗調査等を行い、報告書を作

成している。 

《評定》 
大分地域連携プラットフォームについてはまだ取り組むべき余地を残すものの、本

学独自の取り組みが若手教員を中心に積極的に行われ、学生の参加も進んだので、総

合的な評定としては〔Ⅳ〕とする。 

 

⑥募集力の強化 

学生の確保は学園経営の根幹にかかわる要件である。そのため学生募集については、

法人の直下に理事長をトップとする「学生募集対策会議」（以下、対策会議）を置き、

大学と短大の学生募集を一元的に統括している。学生募集はこの対策会議のもとで組

織的に展開されているが、各学科にも「学生募集担当委員」（学科長兼任）を置き、全

学組織との連携を図っている。 

今年度も対策会議のもとで「学生募集戦略会議」を開催し、募集戦略を策定した。

また、毎週の定例役員会において、その時々の入試に関し、志願や入学手続きの情報

を提示し、その都度の戦術を講じた。学科との連携については、各入試の合否判定に

あたり、「学生募集担当委員会議」を開き、学生募集の現状、各学科の入学者の見通し

等の情報を提供し、効率的な学生の受け入れを促した。 

本学の募集は本県を中心に九州・中四国を対象としているが、特に県内は入学者の

70％以上を輩出している。そのため今年度も県内高校との高大連携を主軸に、地域社

会への情宣活動を積極的に進めた。連携事業としては、高校生の大学体験 18 件、高

校の進路ガイダンス 57件、PTAの大学見学 2件を受け入れ、県内高校への出向大学説

明会は 26 校で実施した。募集活動が手薄になりがちな県外については、7月と 11月

に高校訪問を行った。 

学生募集の重要な機会であるオープンキャンパスは例年通り 3 回実施した。また、

本学独自の奨学金制度に、明豊高校との高大連携に基づく「明豊高等学校高大連携特

別奨学生」枠を新たに設け、学生募集に資さしめた。入試制度に関しては、昨年度導

入した「APP 評価表」と「口頭試問」について内容を改善し、受験生への便宜を図っ

た。また、「多様な背景を持った者を対象とする入試」の導入について検討した。 

《評定》 
募集環境がコロナ以前の状況に戻ったことで、ほぼ計画通りに募集活動を実施する

ことができたが、入学実績が昨年を下回ったので、総合的な評定は〔Ⅲ〕とする。 
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⑦マネジメント力の強化 

大学運営には学長のガバナンスのもと施策を組織的に実行する体制が不可欠であ

る。本学は学長のもとに教務・学生・就職・入試担当の学長補佐を置き、各分野の施

策を立案し、これを学部長・学長補佐・学科長・各種委員会委員長からなる「企画運

営会議」で審議し施行している。今年度は学長直下に大学の短期・中長期の課題を検

討する「大学改革推進会議」（学部長・学長補佐で構成）を設け、学長のガバナンスの

強化を図った。この体制のもとで「教育の質保証」に係る各種教学アセスメントを実

施・分析し、結果を報告書に取りまとめた。 

アセスメントにおけるデータの集計・分析には、一昨年度開設した「IR センター」

が当たり、結果を学科・機関に提供している。また、アセスメントには教学に関する

客観的な評価が不可欠であるので、「コロナ禍における学生満足度調査」、「学生との

点検評価会議」、「授業改善のための学生参加ＦＤ」を開催し、学生の客観的意見を聴

取するとともに、改善プランを本学の Webサイトに掲載した。このほか「学長諮問会

議」を開催し、自治体や産業界あるいは教育関係者から意見を聴取し、大学運営に反

映させた。 

大学運営の施策を遂行するに当っては、教員の関わりが最も重要であることから、

大学設置基準、教職課程認定基準を満たした教員体制の維持に努めた。また、教員が

教育・研究に積極的に取り組むよう教員評価を実施し、優秀教員については表彰を行

うとともに、それを処遇に反映させている。 

《評定》 
教学アセスメントを学生のアウトカムに確実に反映させる点でまだ課題を残して

いるが、学長のガバナンスのもとで大学運営に必要なシステムを機能させ、さらに「大

学改革推進会議」を設置し、学長ガバナンスの強化を図ったを評価し、総合的な評定

は〔Ⅳ〕とする。 
 

⑧ 持続可能な社会への貢献 
持続可能な社会に向けた取り組みは高等教育機関においても重要な課題でもあ

る。本学としても第 3 期中期計画の重点項目に取り上げ、今期は「再生可能エネル

ギー」に関する FD を実施した。今後は「SDGs 基本方針」の策定に取り組むこと

としている。 
大学 DX（デジタルトランスフォーメーション）については、先ず大学 DX 推進

基本計画を策定した。また、「数理・データサイエンス・AI 教育プログラム（リテ

ラシーレベル）」の自己点検評価を実施し、さらに令和 5 年度から「同教育プログ

ラム（応用基礎レベル）」に対応する科目を開設することとした。 
《評定》 

「SDGs 基本方針」の策定までには至らなかったが、SDGs に関連する FD を実

施するとともに、データサイエンス教育の充実を図ったので、総合的な評定は

〔Ⅲ〕とする。 
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⑨ 看護学部の設置準備 
本学は令和７年４月に看護学部を開設することとしている。開設に向け、令和４

年 11 月に看護学部設置準備委員会及び設置準備室を開設し、教員の採用、教学体

制の構築等に取りかかった。 
《評定》 

計画通り準備が順調に進展しているので、評定は〔Ⅲ〕とする。 
 

 

Ⅱ．令和４年度の実績   

１． 教育、学生、就職、入試関係 

（１）令和４年度実績の自己点検評価  

① 教育力の強化 

「教育力の強化」については、令和４年度の７項目の計画中すべてにおいてⅢ、

すなわち計画通りという評定となった。しかし課題点もあり、今後もひとつひとつ

改善してゆく必要がある。 

 

ア 教育の質保証 
計画①の「アセスメント結果から各学科で取り組みが出来ているか検証する」

については、10 月実施の FD「アセスメント検証と改善策」において実施できた

が、IR データ提供に円滑さが欠けていたことと、６学科の報告すべてを行った

ことによる時間配分には改善の余地がある。②アセスメント・ポリシーの見直し

については、検討の上、従来の６項目に２つ加えた８項目に改定した。 
 

イ 授業内容・方法の改善 
計画通り３回の FD を実施して授業改善を推進した。FD は「コンプライアン

ス」、「合理的配慮」、「アセスメント検証による授業改善」の 3 テーマで実施し

た。 
コロナ対応から広がった遠隔授業は、対面授業にもどしつつも、必要に応じて

遠隔が有効な授業も設定した。フルオンデマンド授業による弾力性は、本学の時

間割編成や補講の設定には有益な点も多かった。 
 

ウ 教養教育改革と専門教育改革 
教養教育科目の統一、共通化についての議論、STEAM 教育についての検討を

通して、教務委員会での理解を深めた。授業数の整理は懸案となっており、引き

続き検討の要があるが、教務委員会と教養教育委員会、各学科との連携した検討

が今後も必要である。 
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エ 初年次教育の改善 

初年次教育の現状は、全学共通の要素と考える方向と、学科ごとに専門の前提

となる独自な要素を盛り込む考えとがあり、そのバランスをどうとるかが課題

となっている。クリティカル・シンキングの全学共通テキストの円滑な活用もそ

の課題の一つとなっている。初年次教育をになう導入・基礎演習に求める要素が

過重であることも改善すべき点で、今後さらに検討を要する。 
 
 

オ 修学指導・支援の充実 
例年通り「学生指導の共通指針」に沿った個別相談と重点指導、情報共有に組

織的に取り組み、すでに定着をみている。学生との個別面談での GPS-Academic
の結果も参照することが進んだ。一方で学生によるポートフォリオ学修支援シ

ステムの入力（授業や生活のふりかえり）、教員による面談記録入力は、いまだ

充分ではないところがある。 
学修支援のためのセンター機能の検討は、より多角的に学生支援センターの

検討へと発展した。先進事例として ICU の視察も行い、本学に適切な在り方の

検討への端緒をつけることができた。次年度にはより具体的なセンター構想検

討を行い実現化への道筋をつけることが課題となっている。 
新入生への修学支援は、学科の指導のほかに、ピアサポートによって補われて

いる。 
 

カ 学生・卒業生の意見の反映 
卒業時アンケートを予定通り実施し、令和５年６月に『令和４年度 卒業時に

おける学修成果達成度調査報告書』を発行した。とくに自由記述で改善の参考と

なる多数の意見を得ることができた。GPS-Academic の導入で新たに入学時の

調査も実施できた。例年通り学生参加の点検、FD も実施した。これらの成果を

令和５年度の改善に結びつけることができる。 
 

キ 国際化への対応 
コロナ対応をはじめ危機管理体制を整備し、留学を再開した。イングリッシ

ュ・カフェは目標人数には達しなかったものの継続し、他大学の留学生ともオン

ラインでの英語交流を実施することで、国際化対応を維持した。 
 
ク 教職課程の充実 

教職支援センター設置にむけて検討を行った。法規で求められる「情報通信技
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術を活用した教育の理論及び方法」設置に必要な人材が確保された。「教職課程

自己点検評価報告書」を作成公開して、FD・SD 活動を行った。各学科および教

務委員会との連携して教職課程の運営を実施した。時間割編制では教務委員会と

の連携で教職科目の効果的な配置をすすめることができた。 
 

② 学生支援力の強化 

ア 学生指導・学生相談の充実 
昨年度、大学・短期大学部の教務及び学生委員を中心とした WG の答申を踏

まえて「学生指導マニュアル」の改訂を行い充実した指導を継続して行った。

ポートフォリオ学修支援システム、学生カルテの運用法や学生指導の年間スケ

ジュールを明記し、学部・学科・学生事務部がより緊密に連携できるようにし

た。 
学生相談には、保健室、学生相談室、学科の連絡を密に取り、協働して介入

が必要と考えられる事例に対して積極的に対応した。また、全学生対象に「大

学生活における困り、ストレスに関するアンケート」を実施して、メンタルヘ

ルスに問題がある学生に対してカウンセラーが面談を行い、継続的に介入が必

要な事例については学生相談室が対応に当たった。 
本年度より、学生支援プロジェクトとして学生らがより充実したキャンパス

ライフを送ることができるようキャンパスソーシャルワーカー等を配置して学

生らを支えていく組織作りを来年度に向けて構築していく。 
 

イ 学生生活環境の整備 
18・34 号館 1 階に設置している学生意見箱や 9 月に学生が参画する「学生

との点検・評価会議」及び「授業改善を図るための学生参加の FD」などを通し

て学生の苦情・要望を把握し改善できるところから適切に対応した。また、南門

横に新たな駐輪場を整備し、さらにサークルハウス修繕を行い学生生活環境の整

備に努めた。 
令和 2 年 4 月よりキャンパス敷地内完全禁煙を実施した。これに伴い初年次

生を対象に外部講師による禁煙健康講話を 11 月に実施した。今後も在学生へ禁

煙啓蒙活動を継続していく。また、12 月には交通講話や薬物乱用講話など学生ら

が安心安全に生活が送れるよう実施した。 
令和 4 年度は大学全体の中途退学率が 2.9％であった。第 2 期中期計画の数

値目標である 3％未満を下回ることができた。今後も退学に至らないように学生

の指導と支援を徹底していく。 
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ウ 奨学制度（在学生採用）の創設 
文部科学省による高等教育支援新制度の円滑な対応を関係部署と連携して実

施し、給付奨学金の適格認定において学業要件の確認などに遅滞なく対応した。

また、高等教育支援新制度の実施により、本学独自の修学支援奨学金制度は募集

を停止した。一方、成績優秀奨学金については各学科各学年から 2 名ずつ計 48
名を奨学生として選定した。 

 
エ 留学生支援の充実 

留学生委員会を中心に、留学生指導上の問題点の共通理解を図り、留学生の対

応に当たっている。個別の相談や指導が必要な場合は、留学生課、学科、留学生

相談員が中心になってきめ細やかな対応と指導を行った。6 月には留学生生活オ

リエンテーションを実施し、交通マナーや薬物乱用など自国との文化や規則の違

いを理解させ、日本での生活をより円滑にできるよう指導を行った。 
 
オ 障がい学生支援の充実 

バリアフリーマップを更新し、「2020 学生生活ハンドブック」に掲載し、入学

前に障がい学生の入学予定者と、保護者、高等学校教員、学科、学長補佐（学生・

教務担当）とで協議して、入学した場合の対応について確認を行った。在学中の

障がい学生への対応は、学生からの申出に応じて適切に対応した。障がい学生の

合理的配慮に関する基本方針を改定するための検討と「合理的配慮ハンドブック」

作成の準備を行い（基本方針については令和 3 年 6 月の大学企画運営会議及び

各教授会にて承認済）学生らに寄り添った細かな対応と指導を行った。 
 
カ 課外活動の充実とスポーツの振興 

本年度より新型コロナウイルス感染症の影響により、実施できていなかったサ

ークル紹介を 4 月に行った。また、令和 3 年度はさつき祭（5 月）、体育祭（6 月）

は開催出来なかったがさつき祭、体育祭を一本化して 6 月に実施した。石垣祭（11 
月）は規模を縮小して開催することができた。一方、コロナ禍にあっても開催され

たリーグ戦や大会等で好成績を収めた個人・団体にスポーツ・芸術・文化奨励賞の

学長表彰を行った（男子・女子剣道部、女子柔道部、吹奏楽部、バレーボール部、

その他個人表彰）。 
 
キ 災害対策の充実 

近年は気候変動による台風の巨大化、豪雨による洪水、土砂崩れなど災害の甚大

化が著しく、危機的事象に対する体制の整備と充実は不可欠である。学生、教職員

の安全・安心の確保は、今後遭遇するかもしれない不測の事態に対応する危機管理
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体制の構築（基本方針、体制、手順など）と充実は本学においても急務である。昨

年度、新型コロナウイルス感染症に関する事業継続計画（Business Continuity 
Plan、BCP）案を作成し、新型コロナウイルス対策会議を経て大学企画運営会議

にも提示し、共通認識をもつに至ったが、BCP は大学運営の全般に関わることか

ら、大学のみならず経営母体の学校法人とも危機管理体制整備について協議して

いくことが今後求められる。 
昨年までコロナ過で実施ができなかった防災訓練を 10 月に全学生を対象に実

施し、学生及び教職員への避難経路や避難場所の周知と、南海トラフ地震を想定し

た防災意識の徹底を図った。同時にメールによる学生の安否確認も防災訓練の一

環として実施して防災意識の向上に繋げた。また、昨年度「災害対策マニュアル」

の内容の見直しを行ったがその有効的な活用方法を検討した。 
 

③ 就職力の強化 

ア 就職に対する支援 

就職オリエンテーションを年 3 回から年 4 回に増やした。年間の延べ出席人

数では昨年度より 229 名の増加となった。 

2 年ぶりに就活準備フェアを開催。参加企業 60 社、参加学生数 351 名と盛況

であり、参加企業からも高く評価された。 

積極的に企業訪問（延べ 200社）を行い、求人票は 1,673件から 1,845件と約

1割増加した。 

就職オリエンテーションを年 3回から年 4回に増やした結果、1回あたりの出

席率はやや低下し、最も多かった回で 65.4%にとどまった。ハイブリッド開催と

なったことで、対面での出席率が非常に低い回があった。 

就職オリエンテーションの内容をより魅力的なものとする必要がある。イベ

ントの名称・開催方法・内容など、学生たちが興味を持って参加してくれるよう

なイベントに替えていく。さらなるＰＲを行い、各回の参加率 70%を目標とす

る。 

 

イ 公務員試験対策講座の拡充 

学内で行っている公務員試験対策講座の拡充を行い、大幅なコマ数の増加（48

コマ→152 コマ）、より充実した内容の講座とすることができた。有料の講座と

なったが、受講生は 74名と想定以上の人数が集まった。 

公務員を志望する学生が増える傾向にあり、今後も継続して公務員試験対策

講座を開催する。 
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ウ 各種講座・個別相談の充実

学内での各種の講座を前年度より 11増やして実施した。HP、メールでの告知・

掲示等で案内を行った。延べ参加者数は 455人→990人と倍増した。 

個別相談について HP、掲示等で PR を行ったが、個別相談件数は 1,079 件→

993件と減少した。 

キャリア支援センターの利用方法や利用のメリットをわかりやすくＰＲし、

個別相談の対応件数の増加を図る。 

エ キャリア教育の確立・浸透

1 年次の「キャリア教育Ⅰ」、2 年次の「インターンシップ基礎」で、系統的な

知識の修得、進路に対する意識付けを行い、3 年次に「インターンシップⅠ・Ⅱ・

Ⅲ」及び「キャリア教育Ⅱ」で実践力を涵養させるプログラムができた。

全学共通のキャリア教育の考え方の確立・浸透に向けて FD研修会を実施した。 

オ 進路に関する継続的な課題に対する取組

進学も就職も希望しない学生をどうするか。就職マインドを醸成し、将来像が

描けるような取り組みが必要である。だれひとり取り残さず、進路が決められる

ように全学部・全学科を挙げて取り組まなければならない。 

1～2 年生については、キャリア教育を中心に、早い段階で、卒業後の自分を

考えさせ、学ぶ目的意識を持たせることを通じて、キャリア形成を行う基盤を培

っていく。 

キャリア支援センターと各学科の教員とが連携し、進路に悩んでいる学生を

サポートする。進学・就職以外の進路についても把握する。

④ 研究力の強化

ア 研究・創作活動の充実

大学企画運営会議、教授会および学科会議を通じ、科研費等外部研究資金の申

請および学会発表、論文投稿等の研究成果発表を奨励している。コロナによる制

約が緩和される伴い、学会活動も再開され、教員もこれに応じて積極的に研究・

学会活動に取り組んでいる。食物栄養学部を例に取ると、学部全体の 60％の教員

が研究成果の発表に取り組んだ。また、本学における学会の開催も行われ、文学

部の史学・文化財学科は 10 月に古文書学会を開催し、約 100 人の参加者があっ

た。因みに史学・文化財学科は私立大学等研究設備整備費等補助金（蛍光Ｘ線分

析装置）を獲得し、研究拠点化を進展させた。一方、研究を支援するためのサバ

ティカルについては、今後も継続して検討することした。
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イ 外部研究資金の獲得推進

史学・文化財学科は、別府大学文化財研究所を介して、九州を中心とした複数

の自治体から受託研究を受け入れ、外部資金を得ている。食物栄養学科では、科

研費採択 2 件および分担 2 件、申請 6 件、外部助成金採択 1 件および申請 1 件、

受託・共同研究の受け入れ 6件があった。発酵食品学科では、科研費採択 3件お

よび分担 2 件、申請１件、厚労省科研採択１件および申請１件、地域連携７件、

受託・共同研究９件が有った。今後の共同研究・受託研究、科研費など外部資金

の積極的な導入については各学科で議論し、1.5 倍となる計画を立案し、大学企

画運営で報告された。 

ウ 学生の研究活動の支援

食物栄養学科では、学生に在学中最低一度は自治体、企業・団体等との地域連携

事業や受託・共同研究、学長裁量経費採択事業等の行事や研究活動（卒業論文を

含む）に参加するよう周知している。それら活動の中で研究成果が得られたもの

については、レシピ提案、商品化や学会発表等に至ったものがあった。発酵食品

学科では、学長裁量経費「発酵食品学科の PR 活動」により各種イベントを開催

し、学生は参加するだけでなくその運営に取り組んだ。また同経費「学生の卒業

論文研究活動支援事業」では学生の研究活動が活性化された。その他にジビエや

昆虫食の開発や PR のためのイベントに自主的に取り組んでいる。授業において

も、別府市の依頼による梅の実プロジェクトなどに取り組んでいる。 

⑤ 地域力の強化

ア 人材育成と研究・創作による貢献

地域と連携した授業実施の支援について国際経営学部の「地域創生プロジェ

クト」では学生が地元企業 8 社を訪問し「企業と地域連携」について調査・発

表した。また大分バス株式会社、大分交通株式会社と連携しバスガイド読み上

げ案内文を作成した。全学的には大分県との連携事業「世界農業遺産体験学習」

を宇佐市安心院町内の営農センターで実施し、別府公園で行われた農林水産祭

に出店した。全学対象である「地域社会連携 PBL」の授業では、伊予銀行と別府

市の協働事業の支援を受け、松山短期大学との協働授業「別府松山 PV制作プロ

ジェクト」を実施した。 

公開講座・研修・講習等の地域との連携事業として九州学（テーマは「地域

の中の SDGs－持続可能な社会をさぐる」）を開講し、本学教員と地域のリーダ

ー等を講師にリレー方式で実施した。さらに、温泉学概論では、大学としての

総合温泉学の確立を目指した。すべての公開講座等への地域・企業からの参加

者の合計は目標の 300 人を上回った。短大では、幼児・児童教育研究センター

公開講座に約 50 名、料理講習会に約 30 名、全国保育士養成協議会九州ブロッ

クセミナーに約 130名の参加があり目標を達成した。
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地域連携プラットフォームとの連携について、地域連携プラットフォーム第

3 回教育プログラム開発部会において「おおいた共創士」認証制度対応科目に

ついて大学間で協議し、本学は新規科目について引き続き検討することとした。 

地域ボランティア活動の推進について、前田温泉の維持・管理のため、学生

らの清掃チームが同温泉の清掃に従事した。さらに、人間関係学科の学生らが

中心の「別府 BBS 会」が児童福祉施設や公民館でレクレーション活動、不登校

の児童・生徒への学生指導、交通安全の啓蒙活動などを行った。短大では、学

生が別府市、施設のクリスマスイベントや劇団が主宰する演劇祭に出演した。 

 

イ  知的資源の地域への開放・活用 

令和４年度は「湯のまちべっぷ協働推進協定書」に基づく、情報、経済・金融、

会計の観点からリカレントプログラムを実施した。さらに、教養科目「災害支援

と防災対策」の授業を、別府市及び別府商工会議所の職員向けに収録した。公開

講座としての「九州学」「温泉学概論」「トップマネジメント講話」及びオープン

エデュケーション委員会主催の公開講座など、2022 年度に実施した公開講座等

について今年度 39本のコンテンツを UPした（合計 90本）。短大は、動画教材を

1本追加した。 

地域連携プラットフォームの実践型地域活動事業に参加し，令和 4年度の「実

践型地域活動事業」は「野津原方言調査会と学生との SNS発信用コンテンツの共

同制作～『野津原方言集』電子テキストを利用した方言研究を通じて～」「別府公

園のウメをとおした地域の活性化」「味一ねぎの機能性成分分析によるブランド

価値の向上～実験手法を用いた経営支援を考える～」の 3事業を実施した。  

研究ブランディング事業の継続支援について、熊本城や人吉城等の被災調査等

を実施した。また、九州文化財保存推進連絡会議並びに九州文化財保存学研究会

をオンライン形式で実施した。 

 

ウ 地域を舞台にした教育活動の展開 

前述の国際経営学部の「地域創生プロジェクト」や全学対象である地域社会

連携 PBL「別府松山 PV 制作プロジェクト」の授業以外にも地域のイベントに

参加した。参加した地域イベントは大学 9件、短大 5件、参加学生数は大学約

250人、短大約 100人であった。具体的には、4月「別府八湯温泉まつり」の

神輿担ぎ等（大学）、10月竹田市「城原八幡社秋季大祭」の神輿担ぎ（大学）、

10 月杵築市「白鬚神社どぶろくまつり」の神輿担ぎ手及び事前のどぶろくの

仕込み等（大学）、10 月～11月「別府市民・学生大同窓会事業」（大学）、10月

「農林水産祭」へのブースの出店（大学、短大）、10月「MARCHING CARNIVAL 

IN BEPPU」及び「別府湯けむり健康マラソン」への会場整理等（大学、短大）、

12 月「子どもも楽しむサークルマルシェ」へのブースの出店及び学生スタッ

フ（大学、短大）、12月べっぷクリスマスファンタジア及び演劇祭へのスタッ

フ及び出演（短大）、3月「CILL BAR at10（県産酒サイコウ部）」（大学）へ

のイベントスタッフとして参加であった。 

学外研修（自治体などとの連携）に関して、竹田市と別府大学との地域連携
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運営協議会の設置 10年の記念事業としてシンポジウムを行った。これまでの、

別府大学と竹田市が連携し実施した岡大豆復興プロジェクトの報告や城原大

祭と民族調査を通した別府大学生と竹田市民の方々との交流に関する講演が

あり、史学・文化財学科を中心として学生約 20名が参加した。さらに，地域

活動における高大連携事業について、国際経営学部と明豊高校が連携して、地

獄めぐりを中心とする観光構想の考案を行ったほか、奥別府にある温泉地を

訪問して「来客数を増やすためには」というテーマで検証を実施し、発表会を

開いた。 

 

エ 自治体、大学、企業、施設等との連携 

おおいた地域連携プラットフォームを活用した自治体・企業との連携プロジ

ェクトの推進に関する事業の申請件数は 5 件となった。中でも「おおいた地域

連携プラットフォーム」地域活動事業として、豊後高田市の「昭和の町 リ・

ブランディング事業」を実施したが、史学・文化財学科及び人間関係学科の学

生がそれぞれのプロジェクトを立ち上げて調査等を実施し、その結果等を報告

会で発表した。他方、短大は、申請を検討したものの最終的に事業の申請まで

至らなかった。 

国際経営学部の学生が大分みらい信用金庫と共同でフォトコンテスト PR イ

ベントを実施し、大分県で自慢したい「場所・料理・人・物」などを被写体に

した写真にハッシュタグを付けて投稿してもらった。また，おおいた地域連携

プラットフォームが実施した「地域人材創出インターンシップ」では、臼杵市

と連携し、移住定住者獲得につながる YouTube を作成し臼杵市の魅力を情報発

信する方法の立案を行い、市職員および地域住民や地元企業の経営者との交流

を計った（YouTubeは臼杵市の HPにも公開）。 

 

オ 地域で活躍している卒業生との連携 

各学科のリカレント学習の支援については、来年度の実現に向けて各学科か

ら意見を継続して集約することとした。短大においては、管理栄養士国家試験

受験支援講座を毎月 1 回（土曜日）に開催、卒業生を中心に 20 名が受講した。

また、卒業生及び県内の栄養士・管理栄養士を対象に「おおいた栄養コミュニ

ティ・カレッジ」を年 2回開催し、約 15名が受講した。さらに、各学科と連携

して、地域で活躍する卒業生の把握、学科と卒業生の共同事業の検討を行い、

管理栄養士国家試験受験支援講座を継続して実施することとし、その他の学科

でもリカレント学習の検討を継続して行うこととした。 

 

カ 「地域力の強化」に係るアウトカム指標 

公開講座等への地域・企業等からの参加者のアンケート結果は、大学は 293

名から回答があり、うち 88％が、公開講座に「大変満足」「満足」という結果

となった。短大は 55 名から回答があり、うち 91％が、公開講座に「大変満足」

「満足」という結果となった。 

本学が募集する学生ボランティアは、200 人以上の参加があった。参加し
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た学生に達成感のアンケート調査を実施し、大学は 52名の学生から回答があ

り、うち 84％の学生が「大いに得ることが出来た」「得ることが出来た」とい

う結果となった。短大は約 10 名から回答があり「大いに得ることが出来た」

「得ることが出来た」という結果となった。なお、アンケートの回答率が低か

ったため、今後、回答率を上げるための方策を検討していく必要がある。 

 

⑥  募集力の強化 

ア 学生募集組織・活動の充実 

令和 4年度は、「学生募集戦略会議」を 5/24 に開催したほか、毎週の定例役

員会において、志願や入学手続きの情報を提示し、そのつど募集戦略を講じた。

また、募集活動が手薄な県外高校については、7月に全ての募集地域、11月に

九州管内各県を対象に 2 回、高校訪問を行った。受験メディアによる進路相

談会は 52件（2/5現在）に参加した。 

 
イ 奨学制度（募集関係）の改革 

今年度に高校の教科「総合的な探究の時間」が開設されたのを受け、高校生

の探求学習と「アサーティブ型入試」及びそれに関連した奨学金制度を結びつ

けた高大接続の枠組みについて検討した。その一つの試みとして、明豊高校と

の高大連携に基づく「明豊高等学校高大連携特別奨学生」制度を創設し、実施

した。 
 
ウ 学科の募集力の強化 

令和 4 年度は、学生募集戦略会議（5/24）において、各学部に学科ブランデ

ィングを推進するよう促し、学科の意識向上に一定の効果を上げた。一般選抜

型入試に当たっては、学科長による「学生募集委員会議」を開催し、効率的な

学生の受け入れを協議し、入学者の確保に努めた。また、各学科に情報誌の発

刊と内容の充実を促した。特に短大では、各学科に広報担当を設け、ニューズ

レターの発刊や、研究会ニューズレター・インスタグラム等の SNS を活用し

た広報活動に取り組んだ。 

 
エ 地域社会との連携の推進 

今年度はコロナの行動規制が緩和されたこともあり、積極的に高大連携を推

進した。連携事業としては、高校生の大学体験 15 件（明豊高校との高大連携

は除く）、高校の進路ガイダンス 52 件、PTA の大学見学 2 件を受入れた。ま

た、県内高校への出向大学説明会は 26 校で実施し、県下高校の校長・進路担

当教員を招く「別府大学説明会」は 6/2 に実施した。地域社会への情宣活動と

しては、昨年に引き続き、大分駅と宮崎駅のデジタルサイネージに本学の広告
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を掲出するとともに、オープンキャンパスの新聞広告による大学紹介を実施

した。また、別府駅のデジタルサイネージおよび東別府駅前の大型看板の広告

も継続し、大学の社会的認知度の向上に努めた。大分駅のデジタルサイネージ

は毎年内容を更新しているが、本年度は宮崎駅のデジタルサイネージと東別

府の広告をリニューアルし、市民へのアピールを強化した。

オ オープンキャンパスの積極的取組

今年度は計画通り、大学・短大とも全学オープンキャンパスを 3 回（5/8、
7/18、8/20）実施することができた。実施形態は昨年の方法を踏襲し、定員を

設定し午前・午後の２部制で行った。各学科とも催しの内容に工夫を凝らし実

施した。高大連携の一環で、国際経営学科・発酵食品学科、短大食物栄養科・

初等教育科が高校生を受け入れ、学科の特色を活かした実習やワークショッ

プ型の授業を行った。また、国際言語・文化学科や史学・文化財学科が 18 号

館ギャラリー及び 33 号館博物館で写真や資料の展示を行い、高校生や市民に

公開した。

カ 附属高校との連携強化

本学附属の明豊高校高大連携担当教員と本学教員（入試担当学長補佐、食物

栄養科学部長、国際経営学部長、初等教育科長、食物栄養科長）により、高大

連携について年 6回（4/26，5/31、6/28、7/26，10/18、3/14）の検討会・研修

会を実施した。それらを踏まえ、下記のような別府大学・明豊高校の連携強化

を行った。 

・別府大学・別府短期大学部学科説明会及び施設見学会（8/29）

明豊高校の１年生が来学し、大学・短期大学部の教員による学科説明会を行っ

た。 

生徒全員が大学・短期大学部の全 8学科の説明や概要のプレゼンテーションを

聞き、その後に各学科の施設見学を行った。明豊高校出身の大学生が施設説明を

行った学科もあった。大学がどのような場所であるのか知る事で、今後の勉学の

モチベーションアップや将来的に別府大学で学んでみたいという気持ちを芽生

えさせ、そして維持してもらう事を意図した取り組みである。 

・高大連携入学前教育（12月中旬～2月上旬）

明豊高校からの推薦系全合格者を対象に、入学する各学科の課題に取り組ませ

る教育を行った。生徒一人一人が入学後にもモチベーションが持続できるような

調査学習と考察を含んだ内容とした。明豊高校の教員指導のもと、大学と連携す
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る形で実施した。 

・大学の学科と明豊高校の進学コース別による連携事業（年間）

明豊高校の別府大学進学クラスの 2年生と 3年生を対象に、別府大学・別府大

学短期大学部の志望学科に沿った連携事業を計 17コマ実施した。 

キ 入学者選抜の改革

アドミッション・ポリシーを全学科で見直し、令和 2年 4月より公表してい

る。その新アドミッション・ポリシーの下で、令和 3 年度入学者選抜より調査

書・自己調査書の点数化、面接に代わる口頭試問、英語資格・検定試験のスコ

アによる加点等を導入した。令和 4年度入試においてはコロナの影響を配慮し、

調査書配点の一部見直しを行った。これはコロナ禍で、高校生が部活やボラン

ティア活動等が制限されていたと推測されたため、不利にないよう考慮し作成

しなおしたためである。令和 5 年度入試においては令和 4 年度同様にコロナの

影響を配慮し、前年度の調査書配分を継続させた。また令和 7 年度の入試準備

として、科目名や選抜科目の変更を検討し 2 年前告知として公開した。さらに

多様な背景を持った者を対象とする入試や募集方法の見直しの検討をすすめて

きたため、それらは令和６年度入試に反映させる予定としている。入学後に大

学教育に触れながら自らの専門性を高めることができるような、本学にふさわ

しい学生を選抜する評価方法へと改革を進めている。 

⑦ マネジメント力の強化

教学マネジメントに関しての計画では、６項目中、Ⅲ（計画通り）が４項目、Ⅳ

（計画以上）が２項目であった。IR センターが整備されつつあり、アセスメント

の種類も増加しているが、円滑な情報提供はさらに改善の要がある。Wi-Fi環境が

整備されたことで、学習環境は改善された。 

ア 教学マネジメントと内部質保証の充実

アセスメント・ポリシーに基づき、DPが達成できているかのアセスメントを

予定通り実施し、各学科の評価と改善を報告書にまとめた。学長 FD 研修会で、

本学の現状と課題を共有化できたものと評価する。アセスメント・ポリシーを

現状にあわせて６つから８つに修正した。これによって PDCAのチェックとアク

ションがより有機的に機能することが期待できる。

イ IR 活動・自己点検評価の充実

IRセンターにより、データの整理がスムーズとなり、大学全体のデータ処理
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対応が向上した。ディプロマサプリメントの発行の継続などにも対応できる。

しかし PDCA の順調な機能のためにはさらに情報提供の整備が必要である。 

ウ 学長による学生や教職員の声の把握

学生意見箱による意見の反映、昨年度実施の学生満足度調査の集計・分析に

取り組み、学生の満足度向上につなげる努力を継続している。FD 委員会を中

心に、学生との点検・評価会議、学生との FD 研修などを計画通り実施して、

学生の意見の反映に取り組んでいる。 

エ 教育学習環境の改善・充実

前項の学生の声をふまえて、学生の学修環境の改善には、できるところから

取り組みを行った。また教員からも教室の設備等の意見を教務委員会で徴して

改善に努力した。各教室のスクリーンとモニターの改善、全学的な Wi-Fi 環境

の改修がすすんだことは、計画以上の達成と判断した。 

オ 広報の充実 

学生広報チームを立ち上げ、インスタグラムでの情報発信を開始した。

ウェブサイトのリニューアルに向け、見積書を作成した。

大分合同新聞と連携した企画「大分の知」の連載に向け、学内教員の研究テ

ーマをリサーチし、各分野で活躍している 4 名の教員を紹介した。 
また、別府松山 PV 制作プロジェクト、別府市民学生大同窓会、国際経営学

科の地域創生プロジェクト、国際言語・文化学科の駅アートプロジェクトなど、

地域と連携した学生たちの活躍を紹介した。

⑧ 持続可能な社会への貢献

ア 持続可能な社会への対応

SDGs 基本方針の検討には取り組むことが出来なかった。

初等教育科で R5 年度に開講される専門科目「保育方法研究」において

SDGs に関連するテーマを取り扱う授業を計画した。 

イ 大学 DX の推進

数理・データサイエンス・AI 教育プログラム（リテラシーレベル）の自己点

検評価を実施した。さらに、同教育プログラム（応用基礎レベル）に対応する

科目の R５年度からの開設を決定し、データサイエンス教育の充実を図った。 
オンデマンド授業を恒常的に開講できるように制度化し、R5 年度より情報

リテラシーをオンデマンド授業として開講することに加え、R5 年度から開設
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される複数の教養科目（数学基礎・統計学・アルゴリズムとプログラミング・

データエンジニアリング基礎）をオンデマンド授業として実施することとし

た。

大学 DX 推進基本計画を策定した。 

⑨ 看護学部の設置準備

令和７年４月の看護学部の設置に向けて、令和４年１１月 14 日に看護学部設

置準備委員会を定例役員会で設置し、設置準備を開始した。
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２．令和４年度事業報告書（学校法人別府大学）

（令和４年度事業報告書 第 2章 「事業の概要」から） 

１ 教育力の強化 
【中期計画の記載】 
学園は、優れた教育の創造こそが健全経営の礎であると考え、学校の経営環境が厳しさを

増すなか、激動の時代を生き抜く力を備えた人材、地域の将来を担う人材を育成するため、
教育力を一層強化する。各学校は、伝統の中で育まれた特色を、時代の要請に応え、さらに
魅力あるものへと磨き輝かせていく。学園全体では、総合学園であることの強みを生かし、学
校間の連携と接続性を高める。また、学生、生徒、児童等が自ら主体的に考え行動し未来
を形作る力を育むため、非認知能力や社会情緒的スキルを高める教育指導の研究開発と実
践に学園全体で取り組む。 

【令和４年度の取組】 
令和４年度も、長期化するコロナ禍の影響のもとでの事業実施となった。法人全体では、

引き続き定例役員会(毎週)及び所属長会議(毎月)を学園のコロナ対策会議とし、毎回幹
部教職員で対処方針を協議した。各学校・施設においては、それぞれの学校種に応じ、授業
や行事などあらゆる場面において、感染症対策の徹底に努めつつ、通常の教育活動を継続す
ることに留意し、教育の実施と安全・安心の両方に配慮した適切な学校運営に努めた。 
コロナ禍の中、中期計画・事業計画に基づいた様々な取組の実現にも努めた。大学・短大

では、学生の学修成果を評価するアセスメント改善や授業改善に向けた FD を実施し、大学
では、アセスメント・ポリシーの見直しを行って、教育の質保証を図った。また、学生の修学指導
を充実させるため、学習成果を収集・記録する「ポートフォリオ学習支援システム」の改修や、
学生に対する入力指導を実施し入力率のアップに取り組んだ。 
カリキュラムについては、DXの推進に向け、「数理・データサイエンス・AI教育プログラム」につ

いて現在の「リテラシーレベル」より高レベルの、「応用基礎レベル」に対応する科目の令和５年
度開設を決定し、データサイエンス教育の充実を図った。またオンデマンド授業を恒常的に開
講できるよう制度化し、令和５年度より情報リテラシーのほか新規開設の複数の教養科目で
実施することとした。加えて全学的な Wi-Fi 環境の改修を実施し、教育環境の充実を図っ
た。 
なお、中期計画・事業計画にはなかったが、看護学部の設置に向け、令和４年１１月に

看護学部設置準備委員会を設置し、同年１２月の理事会による決議を経て、令和７年
４月の設置に向けて、取り組むこととなった。 
明豊高等学校では、特別進学クラスに「九大専科」を開設し、高大連携クラスにも新たに

文学部コースを設置して、特色ある学校づくりをさらに進めた。 

２ 地域連携の推進 
【中期計画の記載】 
 本学園は１００年を超える歴史の中で、地方にある学園であるがゆえに常に地元との関
わりを強く持ちながら、キャ 
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ンパスの開放、公開講座の開催、地域に貢献できる人材の育成などと様々な形で地域密
着型の学園づくりを進めてきた。これからも地域との一体感を高め、地域に根ざし地域に貢
献できる学園としての存在意義を高めていく。

【令和４年度の取組】 
コロナ禍の制約はあったものの、地域に根ざした教育機関として様々な地域連携事業に取
り組んだ。 
大学では、「地域創生プロジェクト」において、国際経営学部の学生がグループに分かれて
地元企業を訪問し「企業と地域の連携」について調査・発表した。また、別府市と伊予銀行
（松山市）の協働事業の支援のもと、地域社会連携 PBL の授業において学生が松山短
期大学の学生と観光振興策の提案を行い、またそれぞれの学生が海を渡り、それぞれの会
場で観光 PR を行うなどし、その集大成としてプロモーションビデオを作成した。 
また、公開講座として、別府市が世界最大の温泉保養地であるという地の利を生かした
「温泉学概論」を開講するとともに、「地域の中の SDGs－持続可能な社会をさぐる」をテー
マとした「九州学」を開講して本学教員と地域のリーダー等を講師にリレー方式で実施し、こ
れらを始め令和４年度に実施した公開講座を、随時大学ホームページの「オープンエデュケ
ーションルーム」に掲載して、広く情報を発信した。
大分県内の産業界，地方公共団体と高等教育機関等とが協働及び連携して、地域の
課題解決に取り組む「おおいた地域連携プラットフォーム」においては、実践型地域活動事業
として、「別府公園のウメをとおした地域の活性化」など３事業が選定され、各地域で活動に
取り組んだ。 
地域のイベントには、大学・短大の学生が、「別府八湯温泉まつり」、「別府市民・学生大
同窓会事業」、「農林水産祭」へのブースの出店、「MARCHING CARNIVAL IN 
BEPPU」及び「別府湯けむり健康マラソン」への会場整理等、別府市内でのものに加えて、
市外の竹田市や、杵築市のイベントにも参加した。また、大学近くの温泉の維持・管理のた
めの学生による清掃活動を始めとして、ボランティア活動にも積極的に取り組んだ。 

３ 組織ガバナンスの強化 
【中期計画の記載】 
適正かつ効果的な管理運営を行うため、理事会、評議員会を中心としたガバナンス体

制を強化するとともに、理事長と各所属長のリーダーシップのもと、法人及び各学校で戦略的
で機動性のあるマネジメントを推進する。また、法人と学校の双方向のコミュニケーション、及
び学校間の相互協力体制を強化し、学園全体の組織力を高める。また、教職員の資質能
力の向上と人事管理の改善、業務の合理化、安全衛生管理の向上に取り組む。さらに、
予算執行や業務運営の適正性やコンプライアンスを高めるため、監査機能の強化を図る。 

【令和４年度の取組】 
法人全体では、理事会を年４回開催したほか、定例役員会（毎週）、所属長会議、

事務会議（毎月）を開催し、法人と各学校等との密接なコミュニケーションのもとに、情報
の共有、バランスのとれた意思決定に努めた。大学・短大・大学院では、定例の教授会、
研究科委員会を毎月開催するとともに、入試判定教授会、合同教授会、大学院委員
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会、資格判定教授会等を計画どおりに開催した。また、大学企画運営会議、各学部企画
運営会議、短大企画運営会議を毎月開催し、教学マネジメントの重要事項について迅速
な意思決定に努め、教務委員会や学生委員会等の各種委員会を開催し、意思決定へ
の教職員の参画に努めた。また、予算執行や業務運営の適正性を高めるため、監事監
査、会計監査人監査、内部監査を実施した。教職員の研修については、法人全体では
新採用教職員研修会を実施したほか、情報セキュリティやワークライフバランスなど、時代の
要請に即したテーマを設定し研修を実施した。各学校・施設においても自主研修の実施、
外部研修の参加に取り組んでいる。教職員の安全衛生管理については、事務職員のタイ
ムレコーダーによる労働時間の管理と併せ、4 月より大学・短大の教員に裁量労働制を導
入して、日々の労働時間の把握を行い、長時間労働の抑制に努めるとともに、衛生委員
会を通じて年次有給休暇の取得促進を図った。
新型コロナウイルス感染症に関しては、上述のとおり、定例役員会及び所属長会議を学

園全体の「コロナ対策会議」と位置づけ、毎回「新型コロナウイルスへの対応」を議題に載
せ、幹部教職員で協議し、感染症対策の徹底に努めた。 
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（部局名：　大学院文学研究科　）

令和４年度活動計画 令和4年度活動計画に対する具体的活動実績
達成状況

（注1）
①TAと活性化を引き続き図る。
②大学院説明会を適切に設定し、内部進学者のみ
ならず外部への働きかけを充実させる。
③食物栄養科学研究科と協力して大学院の社会へ
の広報活動を充実させる。

①TAはほぼ計画通り実施した
②大学院説明会を７月５日火曜日５限に実施した。全体
で45名の参加があり、そのうち史学・文化財学専攻は１４
名、臨床心理学専攻は外部4名も含めて２８名の参加が
あった。
③大学院パンフレットを改定版を発行し、進学に関連する
大学学部等に送付した。

Ⅲ

大学院生の研究を支援する。学内での研究活動を
支援するとともに、発表の場を増やすことに努める。
学内で開催される学会には積極的に発表するように
指導する。

それぞれの学部、専攻が刊行する雑誌に掲載することが
できた。
修士論文の中間発表会などを対面で行うことができた。 Ⅲ

引き続き、講演会などの企画を検討する。 学長裁量経費を獲得して、10月２９日（土）にシンポジウ
ム「大宇宙と小宇宙－星と海と人と」を開催した。外部を
含む一般の参加もあり、活発な議論を行った。 Ⅲ

日本語・日本文学専攻では引き続き様々な角度から
の講演会等を実施することに努めることとする。研究
の先端を走る研究者等の講演会を計画・立案し、参
加することによって、研究意欲を高め、研究の質的
向上を図る。

日本語・日本文学専攻では、大学院主催の講演会・シン
ポジウムに積極的に参加し、本専攻の専任教員が講師と
して講演することで、有意義な研究を聞く機会を共有する
ことができた。また、大学院生は『別府大学国語国文学』
に論文を掲載するように努め、修士論文作成の礎となり、
研究の質的向上を図ることができた。

Ⅲ

史学・文化財学専攻では、引き続き多岐にわたる分
野の兼学を通して、国際的視野を持った多分野の資
質を向上させた人材を育成し、地域に専門職を送り
出すことを目指す。

史学・文化財学専攻では、大学院２年生は大学院生主催
の修士論文の準備報告をおこない、質疑応答では大学
院担当教員の指導を受けた。大学院１年生は大学院生
主催の卒論報告（修士論文への展望を含む）をおこな
い、質疑応答では大学院担当教員の指導を受けた。この
ように大学院生各自が修士論文の作成に向けて積極的・
主体的に取り組むことによって研究能力の向上をはかる
ことができた。また、専門職（文化財職）にも今年は５名が
つくこととなり、目的を達成しえた。

Ⅲ

臨床心理学専攻では昨年に引き続き、高い水準の
研究発表を行うために学内での研究会活動の支援
を行う。また、従来どおり地域ボランティアを行い、よ
り専門性を活かすことと、心理士としての資質向上を
目指す。

臨床心理学専攻では，日本心理学会第86回大会にて，
瀬々彩香と鹿嶋ひかり，日本心理臨床学会第41回大会
にて，三重野皓貴と甲斐美晴，日本質的心理学会第19
回大会にて，玉井誠，鹿嶋ひかり，日本ストレスマネジメ
ント学会第20回学術大会にて河野桐香がそれぞれ研究
発表を行った。

Ⅲ

（部局名：　大学院食物栄養科学研究科　）

令和４年度活動計画 令和4年度活動計画に対する具体的活動実績
達成状況

（注1）
文学研究科とともに本学の学生のみならず、他大学
生や社会人に向けて、大学院の認知度を高めるた
めの広報活動を行う。大学院説明会については、希
望に応じてオンラインでも行うこととする。

大学院パンフレットについては、文学研究科とともに改訂
を行い、また、配布先の再検討を行い、それに基づいて
九州、四国、中国の各大学へ配布を行った。本学の学生
に対しても学部の各教員を通して、食物栄養学科の3，4
年生及び発酵食品学科の2，3，4年生にパンフレットの配
布を行うとともに、大学院講演会を通して、大学院の認知
度を高める活動が行えた。大学院説明会において、3名
の参加者があり、対面で行った。

IV

新カリキュラムを2年目についても問題なく進行され
るように情報を各教員と共有するとともに、そのアセ
スメント作業を進めていく。ワーキンググループにつ
いては検討が進められなかった。

令和3年度のカリキュラム改正があり、2年目についても
特に問題なく行われることができた。文学研究科とともに
社会人向けのオンライン授業について、ワーキンググ
ループによる検討はできていない。

II

３．令和４年度大学院、各センター等の活動報告
（１）大学院文学研究科、大学院食物栄養科学研究科
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院生についての情報共有を行うとともに指導教員を
中心に院生の支援を行う。特に社会人院生について
は、両立できるように支援する。

院生の動向について、本年度は院生が社会人であり、仕
事との両立が図れるように、情報共有を各教員で行っ
た。

III

全指導教員が、research mapの内容の更新をすると
ともに、研究倫理のeラーニングを修了する。

全指導教員がresearch mapへの登録・更新を行い、研究
倫理のeラーニングについても、修了した。 IV

全指導教員が、共同研究者も含め、科研費などの外
部研究費への１件以上の応募を行う、あるいは外部
研究費での研究の応募を行う。

今年度の科研費の応募申請は5名の教員が行った。それ
以外の外部研究費について、全指導教員の外部研究費
の公募申請までは至らなかった。

III

学外との共同研究あるいは教員同士の共同研究を
推進していく。

学外との共同研究は3件が進行しており、昨年度より増
加している。 III

（２）各種委員会

(部局名：　教養教育委員会　)

令和４年度活動計画 令和4年度活動計画に対する具体的活動実績
達成状況

（注1）
GPS-アカデミックテストを実施するために、委員会で
準備・実施する。

GPS-アカデミックテストを実施した。
Ⅲ

教員、事務職員ともに、学会や研究会への積極的な
参加を図る。

コロナウイルスのこともあり、学会や研究会への参加は
消極的なものに留まった。 Ⅰ

（1）情報教育については、担当教員で、オンライン化
の急激な状況変化に対応し、効果の検証等を行う。
(2)クラスサイズについて検討を進める。人数制限の
方法、フルオンデマンド授業がR4年度から3つになる
ので、その効果の検証を含め、どのようにすればうま
く実施できるのか、考えていく。

（1）情報教育科目のオンライン化については、委員会で
議論があったが、その効果について具体的な検証はでき
なかった。
（2）クラスサイズについては、いくつかの科目で受講者数
が多いという問題は残っているものの、大きな問題とは
なっていない。

Ⅱ

（1） 教育の質保証の担保に向けた適切な授業編成
のあり方の検討を継続するとともに上位機関への諮
問も続ける。具体的には、現状では科目の属人性が
高いが、どうすれば教養「科目」の継続性を担保でき
るかを検討する。教養の位置づけやコアの見直し、
専門との関係を検討する。
（2）新たに導入するe-learningシステムを数クラスで
先行導入し、より効果的な活用方法を検討し再来年
度からの本格導入に備える。
（3） 英語関連の検定試験（IELTS、TOEICなど）を定
期的かつ安全に実施できる体制を取るとともに、受
験者増やスコアアップに向けた学習支援を継続す
る。
（4） CASECを利用して学生の英語力の実態や学習
成果の進捗度などを詳細に把握し学修成果を上げ
られるよう工夫する。

（1）教養科目の位置づけやコアの見直し、専門との関係
について、協議･検討したが、教養教育委員会の手に余
る問題であるため、ひとまずは「教養科目の共通化」を進
めることとし、検討作業に入った。
（2）適切な授業編成のあり方については教養英語担当教
員間で今後も引き続き検討し継続的に上位機関に諮問し
ていく。担当教員を増員することは今年度もかなわなかっ
たが、昨年度に引き続きレベルごとのクラス受講者数を
調整することで対応した。
（3）新e-learningシステムは当該予算を確保することがで
きなかったため今年度の導入はできなかったが、来年度
正式に導入することが決定し、またそれにかかる予算を
確保することができたため、提供業者と密に連絡を取り
合いながら来年度からの導入に備えて準備を進めること
ができた。
（4）TOECはコロナ感染状況に応じて対面式/オンライン
式を選択し、コロナ禍での安心安全な受験機会の提供を
心がけた。また随時参考書や問題集を各教員の図書費
で購入し学生の学習機会の充実を図った。
さらに、過去10年に渡る本学学生のTOEIC受験記録をま
とめ、本学学生の傾向を捉えるとともに必要な対策につ
いて検討することができた。
（5）昨年度に引き続き入学前と1年次終了時の2回
CASEC受験を実施し学生の学習成果を測定するととも
に、昨年度の受験データと照らし合わせ本学学生の傾向
を捉えることができた。

Ⅲ

対面での会議またはメール会議で、初修外国語の
問題点を吸い上げ、対応していく。

2月中旬にドイツ語担当の野村が、初習外国語科目担当
教員に対し、メールで意見･要望聴取を行なった。 Ⅲ

教養科目の授業数の見直しについては、委員会で
の協議やオンライン上での意見出しを引き続き行な
い、協議していく。

教養科目の授業数の見直しについては、委員会で協議し
たが、教養科目については「授業数の見直し」は必要な
い、との結論に達した。

Ⅲ
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(1)初年次教育に本来何が必要かを引き続き協議検
討していく。
(2)導入演習で導入したクリティカルシンキングの授
業について、検証していく。

（1）初年次教育のあり方については、委員会で話し合っ
た。学科によって初年次教育の捉え方･内容が異なって
きているが確認された。
（2）クリティカルシンキングの授業実施についての、各学
科から提出されたエビデンスについて、委員会で協議し
た

Ⅱ

（部局名：　教職課程委員会　）

令和４年度活動計画 令和4年度活動計画に対する具体的活動実績
達成状況

（注1）
教職課程委員会を定期的に開催する。７回を予定す
る。

４・５・７・９・11・３の各月、計7回開催した。大学における
教員養成・採用に関する諸事項を各学科の当該委員の
先生方と定期的に協議することで、教職課程運営に全学
的かつ継続的に取り組むことができた。

Ⅲ

令和３年度に引きつづき、①当該教員の教育研究業
績の積み増しやシラバスの更なる適正化を促す。②
免許法改正に対応した教職課程の科目区分や科目
あるいは時間割の見直しに、引きつづき取り組む。

➀免許状取得に必要な科目に設定されている担当教員
の業績の適正化を図った。②科目や開設時期を検討し、
時間割の見直しを行った。 Ⅲ

『教職履修カルテ』を「教育実習」履修判定基準の１
つに含める際の基準の整備を進める。

教育実習履修判定基準に係る内規を見直し、『教職履修
カルテ』の作成・管理を基準に含めた。 Ⅲ

図書館に配架されている中学校・高等学校の教科用
図書が最新版であるかどうか。図書館司書と連携
し、点検の上、必要があれば更新する。

点検を行うことができなかった。

Ⅰ

「教育実習」「実習指導」／「介護等体験実習」「介護
等体験実習指導」を実施する。特に、①「教育実習」
履修判定会議では対象者の情報を十分に把握し、
判定に活かす。また、②『教育実習日誌』の様式の
改良を検討する。

例年どおり、「教育実習」「実習指導」／「介護等体験実
習」「介護等体験実習指導」を実施した。➀「教育実習」履
修判は、3月8日に実施予定。判定対象者の各履修状況
（該当科目の取得単位数や成績等）を成績通知書を基に
点検・把握する予定。来年度からはGPAを活用すべくそ
の基準を設定した。②『教育実習日誌』の様式の改良を
行った。

Ⅲ

教職課程の履修開始を希望する者向けに、説明会
を実施する。また、①教職課程履修判定会議では可
能な限り対象者の情報を共有し、判定に活かす。さ
らに、②教職課程履修者の選抜方法の改善を検討
する。

11月25日（金）に、主に１年生を対象として教職課程履修
説明会を開催した。出席者総数は165名であった。また、
３月の教職課程履修判定会議に先立ち、教職課程委員
会において、令和４年度からの教職課程履修を希望して
いる者の一覧を提示した。他方、教職課程履修者の選抜
方法の改善については、教職課程履修願いの判定に係
る内規を改訂した。

Ⅲ

教職課程履修者の教職意識涵養や教育現場理解
の機会として、学校現場との交流やボランティアの場
を提供する。

別府市南小学校の学習支援ボランティア、明豊中学校の
新入生宿泊研修・体育祭へのサポート、さらに明豊中学
校での学校体験活動（見学）を企画し、教職意識涵養や
教育現場理解の機会を提供した。

Ⅲ

①県教育委員会の協力を得て教員採用選考試験に
関する説明会を開催したり、②教員採用選考試験を
受験する学生の学習をサポートする機会を設ける。

➀10月21日に県教委の協力を得て大分県教員採用選考
試験ガイダンスを開催した。②教員採用試験対策講座を
2期実施した（講師：佐藤敬子先生）。また、学科の委員の
先生方を中心とし、国語、英語、社会、地理歴史などの専
門教養に関する学習支援が勉強会の開催などを通して
なされた。さらに、模擬授業・教職教養の勉強会を行う「ド
ラゴン櫻」の運営を支援し、指導を行った。

Ⅲ

教職課程履修者向け冊子『教職への道』No.43を編
集・刊行する。

年１回（２月末日）刊行している。特別講義の担当者や本
学教職員、大学・短期大学部の教職課程履修者などへ
配布している。

Ⅲ

①大学と県教育委員会の連係に係る連絡協議会／
②全国私立大学教職課程協会／③九州地区大学
教職課程研究連絡協議会に参加する。

①は、3月16日（木）に開催予定であり、教職課程の櫻田
裕美子・教務課の室谷征一郎・友永絵美の３名が出席予
定である②は対面開催、③はオンライン開催での会合に
参加し自己点検評価の作成方法や文科省の動きについ
て学ぶ機会を得た。

Ⅲ

教職支援センター設置に向け、他大学の設置・運営
状況を調査する。

教職支援センター設置に向け、機能や役割を検討した
が、他大学の状況を調査するには至らなかった。 Ⅱ
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カリキュラムに「情報通信技術を活用した教育の理
論及び方法」に関する科目を設置する。

教育方法論（ICT活用を含む。）を設置する準備を整え
た。 Ⅲ

教職課程に関するFD／SDを、1回実施する。 教職課程自己点検評価報告書の作成について、FD／SD
を、1回実施した。 Ⅲ

教職課程に関する自己点検評価を行い、HP上に公
開する。

教職課程自己点検評価報告書を作成した。さらに、HP上
に公開する準備を整えた。 Ⅲ

（部局名：　学芸員課程委員会　　）

令和４年度活動計画 令和4年度活動計画に対する具体的活動実績
達成状況

（注1）
オープンキャンパス委員会や図書館、各課程に働き
かけ、オープンキャンパス時に学芸員課程を説明で
きるコーナーを復活させる。

5月8日のオープンキャンパスでは、見学を実施。7月18日
のオープンキャンパスでは、新型コロナウイルス感染拡
大防止対策もあり、史学・文化財学科限定であったが、
学芸員課程について説明した。
全学的に実施するのは開催場所やスケジュールの関係
上難しいと思われる。

Ⅱ

R3 年度に作成した大学附属博物館のチラシを大学
入試広報が高校に送付する資料に同封してもらった
り、高校訪問やオープンキャンパスで配布し、学芸員
資格を取得できることをアピールする。

例年、学科のニュースレターを入試広報を通じて高校に
送付しているが、今年度は昨年度に作成した附属博物館
のチラシを同封して送付し、高校生の関心が得られるよう
に配慮した。チラシは実習時に学生が作成したものであ
り、オープンキャンパスや課程説明会で紹介し、学芸員
活動の面白さを伝えることができた。

Ⅲ

外部の博物館や資料館と連携して、現地で体験授
業を行い、学芸員としての知識を身につけさせる。

見学の実施時期とコロナの拡大が重なってしまったた
め、今年度は学外の博物館見学は限定された。 Ⅱ

博物館の特別展開催にあわせて実習授業でパネルづく
りや展示、ポスター作成などの学芸員業務を体験させる
ことができ、学芸員課程カリキュラム以上の効果が得ら
れたと思われる。

Ⅳ

（部局名：　文書館専門職養成課程　　）

令和４年度活動計画 令和4年度活動計画に対する具体的活動実績
達成状況

（注1）
課程履修学生の現場実務能力の向上を重視する。
「アーカイブズ実習Ⅰ」「アーカイブズ実習Ⅱ」の実施
のため、大分県公文書館、中津市教育委員会等と
折衝を密に行い、実習に現場での整理活動やイン
ターンシップを盛り込む。

(1)アーカイブズ実習Ｉでは中津市教育委員会と協力して、
中津市の小幡記念図書館で地域資料整理実習を５日の
合宿形式で行った(８月８日～12日)。アーカイブズ実習ＩＩ
では、大分県公文書館と協力して、公文書館での実習を
おこなった(11月５日)。

Ⅲ

職業理解を深め就職意欲を高める。
 「市民生活とアーカイブズ」(前期開講　共通科目)の
授業に広く企業アーカイブズの内容を持たせる。

(1)「市民生活とアーカイブズ」では、渋沢栄一記念館より
企業アーカイブズの専門家を招聘した(６月22日)ほか、
アーカイブズセンター研究員にレコードマネジメントとデジ
タルアーカイブズの講師を依頼した。当該研究員は記録
情報管理者２級資格と上級デジタルアーキビスト資格を
有している。

Ⅲ

即戦力となる資格を獲得させ就職活動に反映させ
る。
(1)「レコードマネジメント論Ⅰ」（前期　史学文化財学

科専門科目）と関連づけて、「記録情報管理者」３級
資格試験を実施する。
(2)「レコードマネジメント論Ⅱ」（後期　集中講義）と

関連づけて「記録情報管理者」２級資格を実施する。
(2)「デジタルアーカイブズ」（後期開講　文学部共通

専門科目）と関連づけて、「準デジタルアーキビスト」
資格試験を実施する。
　以上 (1)～ (3)の実現のため、関係機関との協議を
密におこない、講師派遣の折衝を行う。

(1)レコードマネジメント論を後期集中で実施し、27名が受
講。オンデマンドのCBＴ方式での資格試験を実施した。
合格者は資格認定協会より今後通知が来る予定。
(2)デジタルアーカイブズの授業を後期に実施。資格試験
をかねて期末試験を１月２5日に実施した。合格者は資格
認定協会より通知が来た。

Ⅲ
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（部局名：　司書課程委員会　）

令和４年度活動計画 令和4年度活動計画に対する具体的活動実績
達成状況

（注1）
令和4年度の司書講習は、全てオンライン（遠隔）授
業にて8月1日から10月29日まで開催する。
受講定員を70名とし、オンライン（遠隔）授業のトレー
ニングを兼ねた事前オリエンテーションを遠隔
（Zoom）にて併せて実施する。

当初の活動計画通り、8月1日から10月29日まで実施し、
受講者は162名（全科目受講154名、部分科目受講8名）
で修了者数139名だった。募集定員（70名）を大きく上回
る結果となった。特別講演には、檜原啓一氏（東北大学
附属図書館専門員・前杵築市立図書館館長）を招聘し、
公共・大学図書館の現状や司書に必要な知識・技術・態
度についてご講話いただいた。また、オンライン交流会を
複数回開催し、受講生の満足度向上に繋がった。オンラ
インでの授業、受講者間の交流を通じ、eラーニングでの
学修を行うことができた。

Ⅳ

「ライブラリー・ワークショップ」に関する企画は、令和
3年度から実施している「司書のしごと」講座のなか
で実施する。「司書のしごと」講座の一環として、図書
館（司書等）での勤務を希望する学生に向け、図書
館現職者（OB・OG）や管理者（業務委託等運営会
社）を招聘し、司書に求められるスキルの修得を目
指す。

「ライブラリー・ワークショップ」は、「図書館研修」及び「司
書の道」と題して開催した。「図書館研修」では、大分県立
図書館を訪ねてバックヤードを中心に見学した。参加者
は、20名だった。「司書の道」は、図書館就職の現状につ
いて解説した。また、テキスト「司書もん」を紹介し、就職
試験対策についての道筋を示した。参加者は、34名だっ
た。

Ⅲ

本学における司書課程の取り組みを広報するため、
『司書課程News Letter』第8号を刊行する予定であ
る。
大学ホームページにも電子版（PDF）をアップし、情
報発信に努める。

『司書課程News Letter』第8号として『SHI-SHO BOOK』を
刊行した。司書課程の雰囲気や修得できる知識や技術を
学生目線で伝えられるよう司書課程履修学生（2名）と共
同で作成した。従来のNews Letterと比較して多くの画像
を使用したことや司書課程履修説明動画や「司書のしご
と」動画へのアクセスも付加したことで、より新たな情報発
信ツールとなった。

Ⅲ

前期または後期（年内）に附属図書館との共催で大
分県内・外での公共・大学図書館に訪問するツアー
を企画、実施する。参加学生には図書館職員（司
書）との交流を通じ、図書館運営の実態を把握しても
らうことに主眼を置く。

後期10月8日（土）、附属図書館との共催で豊後高田市立
図書館及び昭和の町、宇佐神宮の見学ツアーを開催し
た。参加者は、37名（教職員5名、学生32名）だった。図書
館が設置される地域について理解を深めることで、図書
館資料の選書や企画・展示の方針について学びを得た。
また、「地域と共に運営される図書館」を実感できる企画
となり、公共施設のあり方を考える契機となった。

Ⅲ

「司書のしごと」講座の一環として、図書館（司書等）
での勤務を希望する学生に向け、図書館現職者
（OB・OG）や管理者（業務委託等運営会社）を招聘
し、セミナーを実施する。セミナーでは、参加学生の
進路決定の一助となるよう現職者からアドバイスを
いただき、入職希望者の就職活動を支援する。

令和4年度学長裁量経費事業として進路支援企画特別
講座「司書のしごと」と題して講演会を3回開催した。第1
回（オンライン形式・11/26）は北広島市（北海道）図書館
館長・新谷良文氏（参加者26名）、第2回（対面形式・
12/3）は豊後高田市立図書館司書・土谷亜由美氏と小畑
敦美氏（参加者17名）、第3回（対面形式・2/18開催）は徳
島市立図書館副館長・廣澤貴理子氏（参加者30名）であ
る。講演動画は大学ホームページ内オープンエデュケー
ションルームで公開した。

Ⅲ
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（部局名：　FD委員会　）

令和４年度活動計画 令和4年度活動計画に対する具体的活動実績
達成状況

（注1）
従来通り、大学教職員の大学の実情に沿ったスキ
ルを向上するためのテーマで適宜FD研修会を実施
する。また外部FD研修会なども情報提供する。

友永植大学学長・仲嶺まり子短大学長による「これから
の別府大学」（5月18日）に始まり、「大分県被差別部落史
の成果と課題―人権尊重社会の構築のために―」（豊田
寛三氏、6月15日）、「研究倫理・コンプライアンス教育に
ついて」（木村靖浩教授、7月20日）、「合理的配慮が必要
な学生への対応/メンタルヘルスアンケートの実施とピア
サポートの履修登録活動学生との面談の注意点」（石川
須美子准教授・川崎隆准教授、8月3日）、「学長裁量経費
成果報告会」（大学・短大計6名、9月14日）、「アセスメント
検証と改善策」（各学科長、10月5日）、「キャリア教育・就
職活動指導の方法」（小嶋紀博准教授、10月26日）、「学
生募集について」（二宮滋夫理事長・友永植大学学長、
11月16日）、「大学におけるSDGｓの取り組み」（阿部博光
教授、2月22日）、「これからの高等教育に求められる学
習環境のデザイン」（大分合同FD・SDフォーラム、3月9
日）の各テーマ・講師により合計10回のFD/SD研修会を
実施した（うち大分県内合同FD研修会1回）。現在の別府
大学に必要なテーマを幅広く取り上げた研修会を実施で
きた。また外部FDについても教職員一斉メールや企画運
営会議・教授会を通して適宜紹介した。

Ⅳ

学生生活に関するFD研修会や、学生、教員の意見
を取り入れるFD活動を実施する。コロナ禍を受けた
アンケートを引き続き学生および教職員において実
施し、双方向で情報を共有しつつ、教育の質の向上
の基盤をつくることを試みる。

学生生活・就学状況の改善に向けて、「合理的配慮が必
要な学生への対応/メンタルヘルスアンケートの実施とピ
アサポートの履修登録活動学生との面談の注意点」を
テーマにしたFD/SD研修会を実施した。「キャリア教育・
就職活動指導」について詳しく知りたいとの教員の意見を
踏まえ、該当のテーマをFD/SD研修会に取り上げた（日
程・講師は上記参照）。前・後期に計２回実施した「学生
による授業評価アンケート」では、オンライン授業に関わ
る質問項目を設け、コロナ禍での授業の在り方について
学生の意見を求めた。

Ⅳ

IR活用を含め、学修成果の可視化の作業をさらに充
実させるための研修会を、外部FDなどで実施する機
会を設ける。

学修成果の「アセスメント検証と改善策」について各学科
でまとめ、10月5日FD/SD研修会にて学科長より報告・発
表していただいた。

Ⅳ

学生による授業評価アンケートのさらなる充実を図
り、授業改善に活用可能な形で実施する。

年2回の「学生による授業評価アンケート」を実施できた。
今年度は原則対面授業で実施されたため、質問項目は
概ねコロナ禍以前（2018年度以前）に戻しつつ、オンライ
ン授業があった科目については、オンライン授業に関わ
る質問も取り入れた。

Ⅲ

他大学との連携したFDの実施や地域連携を視野に
入れた学外で行われるFD活動の情報を提供する。

大分合同FD・SDフォーラム「これからの高等教育に求め
られる学修環境のデザイン」（3月9日）に大学・短大全体
で参加した。おおいた地域連携プラットフォームFDプログ
ラム新任教員研修「授業デザインの基礎ワークショップ」
（12月17日・18日）、大学コンソーシアム京都主催「第２８
回FDフォーラム・挑戦～多様な学びの支援に求められる
挑戦と選択」（２月１１日～２５日）など外部FDの紹介にも
努めた。

Ⅲ

（部局名：　紀要委員会　）

令和４年度活動計画 令和4年度活動計画に対する具体的活動実績
達成状況

（注1）
『別府大学紀要』第６３号、及び『別府大学大学院紀
要』第２４号を刊行予定。

『別府大学紀要』第６３号、及び『別府大学大学院紀要』
第２４号を刊行した。 Ⅳ

投稿規程のさらなる見直しを行い、疑義が生じない
ようにしたい。
また、原稿提出段階からのクラウド化を進めたい。

投稿規程の見直しを行い、あいまいだった箇所を明確に
した。
新たに「原稿提出チェックシート」を設け、提出時の不備
をなくすようにした。
原稿提出の段階からクラウドを利用することはできなかっ
た。

Ⅱ
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『別府大学紀要』及び『別府大学大学院紀要』の投
稿規程と原稿の執筆申込用紙については、各学部
の教授会で告知したうえで、教職員ポータルに掲載
し、専任教員への周知をはかる。
書類が消えないように、掲載期間は長めに設定す
る。

『別府大学紀要』及び『別府大学大学院紀要』の投稿規
程と原稿の執筆申込用紙については、各学部の教授会
で告知したうえで、教職員ポータルに掲載して専任教員
への周知をはかった。
投稿関係書類の掲載期間を長めに設定した。

Ⅳ

各提出原稿の印刷業者への入稿については、クラ
ウド経由で行い、紙媒体は執筆者が各自印刷し、校
正する分だけにし、時間と手間を削減したい。

各提出原稿の印刷業者への入稿については、クラウド経
由で行い、紙媒体は執筆者が各自印刷し、校正する分だ
けにし、時間と手間を削減するができた。

Ⅳ

PDFのままでの校正について、可能な限り実現した
い。

執筆者への校正刷りの返却をPDFで行った。
執筆者による校正は、PDFのままではできなかった。査読
依頼は各学科・専攻の紀要委員が行うように変更した。

Ⅱ

「納期」は横並びとなったが、相見積もりの条件に含
める。

相見積もりについては、条件として、「金額」に加え、「納
期」も入れたが、「納期」については全社まったく同一と
なった。

Ⅳ

間違いがないように確実なチェックができる体制を整
えていきたい。

『別府大学紀要』及び『別府大学大学院紀要』ともに本印
刷の前に、最終的に１つのPDFにして、複数の紀要委員
にチェックしてもらい、間違いがないようにすることができ
た。

Ⅳ

（部局名：　遺伝子組み換え実験安全委員会　）

令和４年度活動計画 令和4年度活動計画に対する具体的活動実績
達成状況

（注1）
新規の遺伝子組換え実験が計画された場合、ある
いは実験の実施状況や協議しなければならない事
項が生じた場合には、申請された計画書や協議事
項に基づき安全性等の審査や実施状況の確認ある
いはその他の協議を行う予定である。

今年度は、新規の遺伝子組み換え実験計画の審査はな
く、実験終了報告書の提出もなかった。

Ⅰ

学生への遺伝子組み換え実験に関する教育訓練は
令和４年度も4月中に適切に実施し、安全性の保持
に努める。

令和4年4月25日に令和4年度遺伝子組み換え教育訓練
をオンラインで実施した。大坪素秋教授が講師を勤め、
参加者は発酵食品学科の教員及び研究生各1名、学生
19名の計21名であった。

Ⅲ

P１実験施設と遺伝子組換え生物保管場所は位置を
明確に示した書類の確認を行い、従来通り議事録と
一緒に保管する。

 P１実験施設と遺伝子組換え生物保管場所は位置を明
確に示した書類の確認を行い、従来通り議事録と一緒に
保管した。 Ⅲ

（部局名：　動物実験委員会　）

令和４年度活動計画 令和4年度活動計画に対する具体的活動実績
達成状況

（注1）
別府大学動物実験に関する規則に準拠して以下の
活動を行う。
①動物実験計画書及び結果報告書の審議と学長へ
の報告又は助言
②動物実験に関わる者への教育訓練の実施
③動物実験施設の維持管理と環境整備
④動物実験の外部検証についての検討

各項目の活動実績
①今年度の委員会はいずれもメール会議で２回実施した
（6月9日及び8月25日）。動物実験計画書申請2件及び動
物実験結果報告書提出1件について、いずれも滞りなく審
議し、学長に報告した。
②食物栄養学科1年生の実験・実習事前総合演習におい
て動物の扱い方や飼育時の注意点などに関する教育訓
練を7月11日に行った。また、動物実験に携わった教職
員、卒論生及び1年生が参加して実験に供した動物の慰
霊祭を1月27日（金）に実施した。
③動物実験室の前室及び飼育室の清掃と物品・設備品
の整理整頓を行った（10月～12月）。また、飼育環境の保
持については入退出時の温湿度の確認と記録を遵守し
た。
④動物実験の外部検証の実施の検討については実施で
きなかった。

Ⅲ
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（３）各センター、研究所等

（部局名：　附属博物館　）

令和４年度活動計画 令和4年度活動計画に対する具体的活動実績
達成状況

（注1）
考古学関係で別府市と連携した特別展を実施する
ほか、例年並みの企画展を行う予定である。

附属博物館にて特別展「別府大学と発掘調査史」（7/28-
10/21）を開催した。常設展と合わせて４７８名の来館者
があった。終了後、民俗学者・宮本常一に関する特別展
示（下欄参照）を実施している（11/29-3/31）。
１８号館ギャラリーホールでは別府市と共同で特別展「国
史跡鬼の岩屋・実相寺古墳群」を開催した（遺跡のある上
人小学校の６年生を含め250名来館者があった）。18号館
ギャラリーホールでは、「森の人　賀川光夫の世界」を開
催した（12/17-3/10）。その他、障がい者アートや国際言
語・文化学科関係の展示も行った。

Ⅳ

民俗学者宮本常一関連シンポジウムおよびパネル
展の開催を予定している。

特別展「民俗学者がとらえた大分の営み　―宮本常一が
撮った写真―」
展示期間　令和4年11月29日（火） 〜令和5年3月31日
（金）　　　関連行事として文化財研究所と連携して、文化
財セミナーにおいて「文化財としての民具」という名のセミ
ナーを開催。そこで宮本常一と民具の繋がりをとりあげ
た。

Ⅲ

法隆寺壁画模写関係の展覧会を開催する。 準備が整わず実施できなかった。
Ⅰ

従来から実施されていた博物館収蔵資料の整理を
継続する（33号館の収蔵庫）。

学生ボランティアによる資料整理で、約30名が登録して
おり、平均して10名／１日が授業の空き時間や放課後を
利用して活動している。この活動を通して学芸員の仕事
や資料に対する知識、取扱いを学修する良い機会となっ
ている。今年度は学外の博物館の見学を予定していたが
コロナ拡大のため中止した。

Ⅳ

（部局名：　アジア歴史文化研究所　）

令和４年度活動計画 令和4年度活動計画に対する具体的活動実績
達成状況

（注1）
アジア歴史文化研究所の主催、或いは、共催の講
演会を立案する。

２０２２年９月３日、４日に宋代史研究会、２０２２年１１月１
２日、１３日に九州旧石器文化研究会大分大会を本学で
実施し、いずれも共催することができた。

Ⅲ

『別府大学アジア歴史文化研究所報』第２３号の刊
行を立案する。

『別府大学アジア歴史文化研究所報』第２３号を刊行でき
た。 Ⅲ
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（部局名：　文化財研究所（含：竹田センター）　）

令和４年度活動計画 令和4年度活動計画に対する具体的活動実績
達成状況

（注1）
　例年通り、地元自治体や博物館等との共同研究を
推進していくとともに、研究成果を地域に還元するた
め、積極的に受託研究の推進を図る。また、これま
での研究ブランディング事業で実施してきた共同研
究や自主研究の実績を基に、より一層の研究を進め
ていく。
　これらの研究を院生・学部生と一緒に行い、専門
職員を目指す学生への教育の場として活用していき
たい。

(文化財研究所）
　受託研究として、自治体からの5件を実施している。八
代市の「令和4年度「日本遺産構成文化財磨き上げ」事業
業務委託」や、阿蘇市の「中通古墳群三次元計測調査」
では、昨年度と同様に３Ｄ計測調査と写真測量を行い、
学生の実習の場としても活用した。今年度は新規に佐賀
市からの受託研究「七ヶ瀬遺跡出土青銅器調査」として、
遺物の３Ｄ計測や科学分析を実施した。
　また、別府市からの受託で「鬼ノ岩屋・実相寺古墳群に
関する展示等委託業務」として本学18号館ギャラリー
ホールでの展示を共同で実施した。この展示は、近隣の
小学校の授業の一環としても活用され、展示期間内で
250名ほどの来館者があった。

　昨年度より実施している豊後高田市の大原古墳の学術
発掘調査を継続している。夏の埋蔵文化財実習の授業
では、院生、学部生と共に調査を行い、それ以後の発掘
調査では院生を中心に実施した。また、報告書作成に向
けて、大原古墳から出土した遺物の整理作業についても
院生、学部生とともに進めている。

Ⅲ

　文化財研究所の研究成果を広く市民に還元するた
めの公開講座として、昨年度実施できなかった第24
回文化財セミナーを実施予定である。内容は文化財
研究所会議で協議し、大学のホームページ、チラ
シ、新聞広告等で周知する。

令和4年12月3日（土）13時から16時30分にメディアホール
において、第24回別府大学文化財セミナー「文化財として
の民具」と題して文化財セミナーを実施した。広報として、
県内外の博物館・資料館等へのチラシの配布や、由布市
歴史民俗資料館周辺でのチラシの配布等を行い、また大
学ＨＰへのセミナー情報の掲載を行った。
本セミナーでは、段上達雄先生（史学・文化財学科）の基
調講演と、平野陸氏（由布市教育委員会）、荒金薫氏（別
府市美術館）、渡辺智恵美先生（史学・文化財学科）によ
る報告が行われ、その後は、参加者からの質問に答える
形でのパネルディスカッション（司会進行は史学・文化財
学科の福西大輔先生）を行った。セミナー当日は150名以
上の参加者があった。

Ⅲ

（竹田センター）これまでにも民俗学実習で竹田セン
ターを拠点として学外実習を展開してきているが、竹
田市教育委員会等と連携し、さらにフィールド学習、
学外実習の推進を図る。

宿泊施設のため新型コロナウイルス感染症拡大により中
止となった。

Ⅰ

（部局名：　アーカイブズセンター　）

令和４年度活動計画 令和4年度活動計画に対する具体的活動実績
達成状況

（注1）
　所蔵アーカイブズの整理をすすめ、活用を促進す
る。
(1) 閲覧日は事前相談の後に随時設ける。
(2) 所蔵アーカイブズの整理をすすめ目録化する。
目録などの電子化を進め、レファレンス機能を高め
る。

(1)外部からの問合と閲覧に対応した。今年度は１名の
閲覧と撮影があった。
(2)収蔵資料のうち、橋津家文書の電子目録化を一定度

すすめることができた。目録化の基となる調書作成は、授
業のアーカイブズ実習Ⅰと大学院授業のアーカイブズ学
研究Bを活用した。

Ⅲ

大学史部門の研究と活性化をはかる。
(1) 大学史関係資料の受け入れや整備に努める。
(2) 大学史の基礎的な研究活動を充実する。
(3) 「大学史と別府大学」(教養科目)への協力をはか
る。
(4)研究員の充実をはかり、研究員会議で活性化を
はかる。

 (1)(2)大学史関係資料は、ひきつづき佐藤義詮関係記録
を学長裁量経費により可能な範囲で整理を行い目録を作
成した。今後の展示準備の基礎になり、今後成果の拡大
と利用が期待できる。
(3)前期開講の「大学史と別府大学」の授業計画立案と

運営を行った。

Ⅲ

地域のアーカイブズ活動の支援を行う。
(1) 例年開催している「史料保存セミナー」（大分県公
文書館・大分県先哲史料館と共催）を継続して行う。
(2) 大分県歴史資料保存活用連絡協議会(会長 大
分県公文書館館長)の理事に館員を派遣し、県内の
啓蒙普及活動に協力する。

(1)史料保存セミナ―は11月17日に記録管理学会会長
石井幸雄氏を招聘して、県立図書館で実施した。本学の
学生も授業「アーカイブズ実習Ⅱ」の一貫として参加し
た。
(2)大分県歴史資料保存連絡協議会に、理事として参加

し、７月８日理事会と総会（大分県公文書館）、11月４日に
セミナーを企画、実施した。地域連携活動である。

Ⅲ
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アーカイブズ学の研究と研修につとめ、教育支援を
行う。
(1) 文書館専門職養成課程と協力し、アーカイブズ
実習の受け入れを行う。
(2) 全国歴史資料保存利用連絡協議会等に館員を
派遣し、連携と研修とに努めるとともに、最近の情勢
の把握につとめる。

(1)アーカイブズ実習Ｉ，ＩＩをそれぞれ前期と後期に実施し、
アーカイブズセンターの収蔵資料を活用した授業を実施
した。
(2)全国歴史資料保存利用連絡協議会の大会は10月27
日と28日遠隔で参加した（会場は滋賀県公文書館）。

Ⅲ

（部局名：　臨床心理相談室　）

令和４年度活動計画 令和4年度活動計画に対する具体的活動実績
達成状況

（注1）
カウンセリングに関する業務（地域貢献を含む）
１．相談面接（インテーク面接，継続面接，グループ
面接）
２．心理査定
３．スーパーヴィジョン
４．その他相談室に関連する業務

臨床心理相談室に属している教員（矢島，石川，小野，
川崎，中野），非常勤相談員（上野，大嶋，金子，佐藤，
加藤，中村，柴田），事務職員(木村)，修了生及び大学院
生がカウンセリング業務を行った。12月末現在で新規面
接47件，継続面接371件、並行面接24件，心理検査９件，
文書作成費５件の合計456件である。スーパービジョンに
関しては、それぞれの教員が行っている。

Ⅲ

大学院文学研究科臨床心理学専攻の大学院生に
対する教育及び実習
1．臨床心理士養成の実習
2．公認心理師養成の実習

臨床心理学専攻のカリキュラムに沿って、教員全員で院
生への教育、研究、臨床実習に取り組んだ。学内実習は
別府大学臨床心理相談室、学外実習は、別府大学附属
幼稚園、向井病院、千嶋病院、衛藤病院、大分県中央児
童相談所、別府市教育相談センター、大分刑務所、旭化
成メディカル株式会社、児童発達支援センターかおるお
か、光の園にて行った。実習前の事前指導（マナー、事前
挨拶、心理アセスメントの指導等）、実習期間中の巡回相
談および個別スーパービジョン、実習終了後は事例検討
会を教員全員が分担して指導を行った。

Ⅲ

地方公共団体及び企業との業務締結による支援
１．JA大分厚生農業協同組合連合会の「心の健康
づくり相談窓口」
２．別府市が行う自殺対策地域支援事業「こころの
健康相談事業」の業務委託
３．社会福祉法人別府発達医療センターとのメンタ
ルヘルス相談の業務委託
４．由布市教育委員会との連携：学校支援、スー
パーバイザー委嘱
５．大分海上保安庁との相談業務委託
６．その他依頼団体との業務委託

１～６．いずれの団体とも業務提携を結び，メンタルヘル
スを中心としたこころのケア支援活動（個別カウンセリン
グ，社員等への心理教育）を行った。なお，具体的な支援
活動については，守秘義務及び個人情報保護の観点か
ら割愛する。

Ⅲ

相談員の講演活動等
１．地方公共団体による講演依頼
２．その他企業・団体等による講演依頼
３．その他（災害支援，緊急支援，自殺対策等）

１～３、各教員が講演依頼を受けて実施した。2022年度
は、対面での研修会も再開したため、従来通りの研修会
や心理的ケアを行った。 Ⅲ

注１：達成状況には（Ⅳ～Ⅰ）を記載。  Ⅳ＝計画以上の取組ができその成果が見込める。Ⅲ＝計画が達成でき
た。
Ⅱ＝計画は完全には達成できなかった。Ⅰ＝取組に着手できなかった。
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（ 部局名：附属図書館　）

令和４年度活動計画 令和4年度活動計画に対する具体的活動実績
達成状況

（注1）
学生の学習支援のために、これまで実施している図
書館利用のためのガイダンスの内容を令和3年度の
実績を基にさらに充実させ、レファレンスサービス等
についても、よりきめ細かな対応を心がけ学生の利
用向上に繋げていく。

今年度は新入生ガイダンスに加え、授業担当教員
の依頼で授業内容に即した分類・専門分野のレファ
レンスブック・論文検索・資料の速報性と正確性の関
係・引用・参考文献の表記等、卒業論文執筆を前提
とした情報提供を行った。

Ⅲ

1階のライブラリーラウンジを中心に学生の自主的な
学修の場として図書館の活用について周知を行う。
図書館改装工事に伴いワロンルームも改装されるた
め、従来以上に利用促進を図っていく。

ワロンルームの利用は、感染症対策のため構成員
が学生のみのグループ利用を一時停止している。し
かしながらワロンルームを利用して授業を行う教員
が増加傾向にある。このことにより学習の場として図
書館機能がさらに充実してきたと感じている。

Ⅲ

シラバス図書の購入を含め蔵書の充実を図り、図書
館の利用者を増やす。選書ツアーの実施やリクエス
ト制度の周知を行い、学生希望図書の充実にも注力
する。

昨年度に引き続き、授業内容に即した資料収集を
行った。日頃レファレンスサービスを行っているス
タッフ全員も選書に加わり、学生からの問い合わせ
の多い分野の収集を重点的に収集した。
また令和４年度の選書ツアーでは、ゼミ単位での参
加が1組あった。教員指導のもと学生がグループで
専門書の選書を行うことは、所蔵資料の充足ととも
に教育的効果が期待できると思われる。

Ⅲ

学習コンシェルジュによる学習支援を充実させる。実
施については新型コロナウイルスによる感染症拡大
状況を鑑み検討していく。

昨年度に続きコロナ禍での実施が難しい状況であっ
た。今後も状況を鑑みつつ実施を検討していきた
い。

Ⅰ

国内最大級の辞書・事典検索サイトであるジャパン
ナレッジを継続導入し、学習、研究の支援のため更
なる利用促進を図る。

ジャパンナレッジの利用状況は、12月末時点で検索
件数3,267件、本文参照回数1,825件となっている。
引き続き、講義の中でもご紹介いただけるよう、案内
していきたい。

Ⅲ

機関リポジトリの充実、ILL、レファレンスサービス等
の利用促進を図り、利用者へのサービスを向上させ
ていく。

期間リポジトリでは、大学紀要に加え、アーカイブス
センターと共同で別府大学附属図書館発行の『豊後
國荘園史料集成』のデジタル公開を開始した。 Ⅲ

蔵書の所在について明確化を図り利用者の利便性
向上に繋げる。図書館2階、3階の改装工事に伴い
資料配置を見直し、閲覧室を分かりやすく整備す
る。

2F・3Fの閲覧室階層工事により4月～1月までの入
館者数は、2021年度42,299人から2022年度53,975人
に飛躍的に増加した。
また書架の狭隘化対策と蔵書管理として12月末まで
の図書遡及入力は8,778冊、図書除籍件数は1,702
冊、重複雑誌の除却を行った。

Ⅱ

（　部局名：研究倫理審査委員会　）

令和４年度活動計画 令和4年度活動計画に対する具体的活動実績
達成状況

（注1）
本委員会では、3ヵ月毎に審査課題受付期間を設
け、申請のあった課題について、委員会を開催して
人を対象とし個人に対する倫理的配慮の遵守に基
づく研究であるか否かを審議し、研究計画実施の許
諾を判定する。

規程に従い年4回の研究倫理審査委員会を開催し
た（4月28日、7月14日、10月19日、2023年2月7日）。
4回の委員会では、計14件の研究計画の申請を受
理し審議した。数件については追加・修正等の指摘
を行い再提出とした後、再提出された書類を全委員
で再度回覧審議し、1４件の申請を承認した。

Ⅲ

（４）大学・短大合同設置委員会等
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（　部局名：日本語教育研究センター　）

令和４年度活動計画 令和4年度活動計画に対する具体的活動実績
達成状況

（注1）
対面授業を前提に、授業態度によって学生を表
彰する制度を運用する。

コロナ禍の継続及びクラス人数の大幅な減少を
承けて授業内での呼びかけにとどめ表彰は実
施しなかった。

Ⅰ

１．授業でのノートPCの活用を継続する。
２．オンラインだけでなく、従前の対面でのコミュ
ニケーションにも復帰できるように努める。
３．予算措置がなされた場合は、劣化・旧式化し
た教材・教具を順次更新する。

クラスの全員あるいは大多数が公欠（コロナ）と
なったケースを除いて対面での授業が実施でき
た。ノートPCの授業内での活用は定着してい
る。ただし、予算措置がなく旧式の教材・教具の
更新はできなかった。

Ⅱ

対面学生が少なくなる（オンラインが増える）前
期が予想されるため、ハイブリッドでの第1次オ
リエンテーションの可能性を考え、在籍学生と
教師の交流活動を実施したい。

4月8日、9月20日の開講日の1限目に、対面で
第一次オリエンテーションを実施し、そこで対面
学生と教員との、ゲーム・自己紹介を行った。学
生数が9名と少なかったが、その分、ゲームや
紹介の時間を十分に取ることができた。

Ⅲ

対面を前提に、別府大学外国人留学生日本語
スピーチコンテスト・朗読コンテストを開催する。
また、その他学生の学習成果が発表できるイベ
ントの実施を検討する。

前期開催予定のスピーチコンテストはコロナ禍
のために対面で実施できなかった（オンライン
併用でのプレゼンテーションの成果発表を代替
実施）。後期開催予定の朗読コンテストについ
ては対面で実施できた。なお、新たな形態の学
習成果の発表（アフレココンテストなど）は、コロ
ナ禍で実施が見通せないため見送った。

Ⅱ

引き続き、新型コロナ感染対策をしながらの国
際交流の可能性を探る。県内見学活動（第2次
オリエンテーション）の実施を予定している。

6月7日に日田市（山鉾会館、大山ダム、進撃の
巨人IN HITAミュージアム）、11月15日に豊後大
野市（朝倉文夫記念館）・竹田市（岡城址）への
第2次オリエンテーションを実施した。国際交流
としては現地の店員と話したり、引率教員と話
す程度しかできなかったが、参加留学生たちは
見学を楽しんでいた。

Ⅲ

全面的に対面授業に復帰できる場合は、従前
の多読活動を行なう。あわせて、適切な予算措
置がなされた場合には、多読に必要な教材や
環境の整備に努める。

授業が対面に復帰できたため、当該授業内で
の多読活動も実施できた。また、一部新規教材
も導入した。 Ⅲ

対面授業が可能で、かつ、コミュニケーションの
クラス活動が行なえる場合には、ビジネス日本
語科目を国際共修授業として実施する。万が一
対面授業ができない（オンライン授業になる）場
合にも、より有効な実施方法がないか模索す
る。

授業は対面に復帰できたが、開講直前に国際
経営学科が当該授業を突然休講としたため、日
本人学生と外国人学生のバランスに問題が生
じた。 Ⅱ

（　部局名：地域社会研究センター　）

令和４年度活動計画 令和4年度活動計画に対する具体的活動実績
達成状況

（注1）
別府大学生と教員による市民活動の体験・調査 ８月９日に、ホームレス支援を行っている福岡県北

九州市のNPO法人抱撲の協力を得て、学生４名と教
員１名が追悼祭と炊き出しボランティアを体験した。

Ⅱ

別府市および他自治体における福祉関係者との連
携・協働

長尾教授が毎月行われる福祉フォーラム別杵速見
実行員会に参加し、別府市やフォーラム参加団体と
大学との連携について協議をしている。

Ⅲ

別府市および他地域のまちづくり関係者とシンポジ
ウム・講演等の実施

人間関係学科の発展演習Ⅱで、別府市および福祉
フォーラムの参加団体の代表を招き、連続講義を
行った。

Ⅳ

地域社会研究35号の発行 地域社会研究第３５号を３月に発行した。 Ⅴ

34



（　部局名：健康栄養教育研究センター　）

令和４年度活動計画 令和4年度活動計画に対する具体的活動実績
達成状況

（注1）
（1）「高齢者の健康・体力づくり教室」を通した健康・
栄養教育の効果に関する研究
①令和４年度も本学及び豊後高田市でのロコモ・認
知症予防教室を継続実施する。
②豊後高田市での糖尿病性腎症重症化予防教室
は、令和４年度も実施する予定である。

①本学において前期6回、後期11回（最終回は2023
年3月7日実施予定）、豊後高田市田染地区におい
て後期5回の教室を実施した。参加者は平均で約12
名、2年生〜4年生の学生8名が参加し教室運営の
補助にあたった。
②糖尿病性腎症重症化予防教室（以下HM教室）及
び教室修了者に対するフォローアップ教室（以下OB
会）を実施した。HM教室は対象者15名で令和4年9
月から令和5年1月にかけて8回の教室を実施した。
OB会は対象者14名で令和4年7月から令和5年3月
にかけて5回の教室を実施した。

Ⅲ

（2）地域住民への健康講座の開催
①令和４年度は、新型コロナウイルス感染症が収ま
れば、地域住民を対象とした「食と健康」をテーマとし
た本公開講座を９月頃と３月頃に実施する予定であ
る。
②本公開講座への多くの学生の参加も募る予定で
ある。

①②ともにコロナ禍の影響により実施することができ
なかった。

Ⅰ

（3）大分県小児糖尿病サマーキャンプへの協力
令和3年度は、新型コロナウイルス感染症が収まれ
ば、例年通り実施する。

令和4年度もコロナ禍の影響で小児糖尿病キャンプ
が中止となったため、学生による活動が実施できな
かった。 Ⅰ

（４）保健室における学生健診の異常値出現者に対
する支援事業の実施
令和４年度は、新型コロナウイルス感染症が収まれ
ば、学生と教職員の健診結果から「要精密検査」と
判断された者で保健指導を希望する者に対して、保
健室とタイアップして今年度作成した健康リーフレッ
ト等を用いて対面での保健指導を実施する。

食物栄養学科の3年生と保健室と共同で８テーマ（肝
機能障害、女性の冷え、糖尿病、貧血、眼精疲労、
高血圧、生活習慣病、脂質代謝異常）のリーフレット
を作成したが、コロナ禍の影響により、保健指導の
実施には至らなかった。

Ⅱ

（５）その他
今年度は、コロナ禍の影響もあり特記すべき事案は
なかった。

　「市町村における地域課題の解決に向けた県内大
学等との連携」について国東市担当者と11月28日に
ヒヤリングを実施した。市民の健康づくりに関するア
ンケート調査を令和5年度に実施するにあたり、アン
ケート結果と健診データを関連づけたデータ分析お
よびデータに基づいた効果的な事業計画立案を行う
予定で、今年度はアンケート調査票案を提案しても
らった。
　大分県保育連合会の依頼により、第49回大分県保
育事業研究大会の指導・助言（第4分科会「家庭や
地域との連携による食育の推進」において研究発表
を行う国東市伊美保育園の栄養士に対する研究指
導を行った（令和4年6月9日～令和5年1月27日）。
　大分県生活環境部食品・生活衛生課の依頼で令
和２年度から大分県の若者世代の朝食喫食率向上
を目指した啓発活動を行ってきた。最終年度の令和
４年度は朝シャキーン実行委員会の活動として「食
生活スタートブック」を作成し、高校、大学、専門学校
等の教育機関やPTA連合会、行政等に配布した。ま
た、10月22･23日に別府公園で行われた「農林水産
祭」にて学生が考案した簡単朝食メニューの販売と
レシピ紹介、食生活スタートブックの啓発活動を行っ
た。

Ⅲ
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（　部局名：発酵食品・加工食品地域共同研究センター　）

令和４年度活動計画 令和4年度活動計画に対する具体的活動実績
達成状況

（注1）
（1）技術相談をとおした地域貢献
地元企業や教育機関などからの技術相談に応じ地
域貢献を目指す。また、技術相談から受託研究や共
同研究につなげる。

・玖珠町商工会及び玖珠町内菓子店より、食物アレ
ルギー対応菓子の開発について相談を受け商品を
販売、新聞等に報道された。
・キッコーマン㈱への技術支援を行った（秘密保持契
約）。
・ゼンショー㈱への外食産業への食物アレルギー対
応について技術支援を行った。
・日出町の農業者から農産物の保存期間の延長に
ついて相談を受けた。
・大阪夕陽丘短期大学、和泉短期大学、志學館大学
と共同で、三重県志摩市における廃棄真珠および貝
殻の活用法の検討を行った
・別府市の宿泊・飲食サービス業の企業から、共同
研究に関する相談を受けた。

Ⅳ

（2）受託研究をとおした地域貢献
地元企業や教育機関などと受託研究契約を締結し、
研究を通して地域貢献を行う。

・佐伯市ブランド推進協議会と「佐伯市で加工される
海藻類等を活用した商品化にかかる研究及び流通
拡大のための大学との連携」に関する受託研究を締
結し、海藻を用いた新商品の開発、海藻ペーストの
作成技術開発、機能性などの研究開発を行うととも
に、佐伯市、福岡市でワークショップを開催した。
・佐伯市鶴見振興局と「令和4年度海底熟成酒の成
分分析委託業務」について受託研究を締結し、2021
年11月から海底貯蔵した清酒・ワイン・焼酎の酒成
分の変化について解析を行った。
・TASK FORCE JAPANと「植物の抽出液2種類の5-
ALA分析受託研究」について受託研究を締結し、抽
出液の機能性成分について分析を行った。
・大分県と委託研究契約を締結し、おおいた和牛第
１胃胃液の有機酸等の分析を行った。

Ⅳ

（3）共同研究をとおした地域貢献
地元企業や教育機関などと共同研究契約を締結し、
商品開発や研究を通して地域貢献を行う。

・神戸市内病院、及び豊後大野市民病院と共同で、
食物アレルギーの患者が安全に治療が進められる
ような食品の開発を行った。
・大分短期大学と「椿油の香気成分解析（2022年）」
について共同研究を締結し、保管中の椿油の香気
成分の変化を解析した。
・柳井電機工業株式会社と「近赤外分光光度計を用
いた酒成分分析法の確立」について共同研究を締
結し、NIRを用いて酒中のアルコール度数、グルコー
ス濃度の予測法の確立を試みた。
・株式会社インパクトと「焼酎粕の機能性評価と焼酎
粕に適した微生物の分離（2022年）」について共同研
究を締結し、焼酎粕の機能性分析と酵母の分離を
行った。

Ⅳ

（4）分析依頼システムの構築
地元企業や教育機関などから分析依頼システムの
構築を試みる。

・他大学の分析依頼について調査した。

Ⅰ
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（5）地元自治体、地元企業、高等学校などとの連携
・「道の駅みえ」地産地消プロジェクトの継続
・「たまこな」抗原定量と論文投稿

・玖珠美山高校と連携し、玖珠町産大麦を使用した
焼き菓子の試作を行い、美山マルシェで配布を行っ
た
・大分県および大分県酒造組合と連携し、大分県産
酒の認知度向上に向けた活動を行った
・食物栄養学科学生２名が「道の駅みえ」にて地元
産のいちごを利用した加工品の試作販売を試み、新
聞等報道で紹介された。
・大分東明高等学校生徒のボランティア活動にて、
食物アレルギーの子どもを招くパーティー、及びクラ
ウドファウンディングへの協力を行った。
・別府市内の洋菓子店「湯けむり洋菓子店」と水産
物を基質とした新規発酵食品「ととのみそ」をもちい
たスコーンを製造し、順調に販売されている。
・マダイを基質とした発酵食品「ととのみそ」の味覚
特性について、大分県栄養士学会で発表した。
・別府市公園緑地課からの依頼で別府公園のウメの
みの活用について活動を行った。
・宇佐市からの依頼で棚田米の活用について検討を
行った。
・体験型子ども科学館O-Laboの講師を行った。
・大分舞鶴高校と日田高校、佐伯鶴城高校が共同で
実施する宇宙と関連する課題研究の講師を行った。

Ⅳ

（　部局名：海外留学推進センター　）

令和４年度活動計画 令和4年度活動計画に対する具体的活動実績
達成状況

（注1）
1. 別府大学海外留学プログラム
①文部科学省による周知（R4.2.4付）による「留学支
援再開に関する条件」を満たすプログラムの再開

➁学生の安全確保に関し万全を期すためのプロセ
スを追加（コロナ禍留学に関する誓約書、学生によ
るコロナ感染予防に関するレポート）

1. 別府大学海外留学プログラム
①文部科学省による周知（R4.2.4付）による「留学支
援再開に関する条件」を満たすプログラムで参加学
生募集を再開
ハワイ大学マノア校アウトリーチ・カレッジNICE3週間
プログラム（8/29-9/16）に学生1名が参加
イギリス・ウィンチェスター大学CEISプログラム（半年
間）に学生2名より参加申請があったが、新型コロナ
の影響により留学先大学よりキャンセル
韓国・水原大学校プログラム（1年間）に学生1名より
参加申請があったが、体調不良のため辞退
➁学生の安全確保に関し万全を期すためのプロセ
ス（コロナ禍留学に関する誓約書、学生によるコロナ
感染予防に関するレポート）を追加

Ⅲ

2. オンライン留学プログラム
①渡航を伴う留学を再開する予定であるため、オン
ライン留学に関しては、学生のニーズがあるかどう
かを調査

2. オンライン留学プログラム
①学生より要望がなかったため実施せず。今後も実
施予定はなし Ⅱ

3. 海外留学に関する奨学金について
①2022年度「トビタテ！留学JAPAN日本代表プログ
ラム」
別府大学からの応募。学生が採択された場合は、夏
期休暇期間中に短期留学実施
➁「2022年度JASSO海外留学支援制度（協定派
遣）」
「イギリス・ウィンチェスター大学IFPプログラム（1年
間）」で、1名枠が採択されたため、1名の留学

3. 海外留学に関する奨学金について
①「トビタテ！留学JAPAN日本代表プログラム」大分
県地域人材育成コースは2021年度で終了

➁ 「2022年度JASSO海外留学支援制度（協定派
遣）」
「イギリス・ウィンチェスター大学IFPプログラム（1年
間）」で、1名枠が採択されたが、プログラム応募学生
なし
「イギリス・ウィンチェスター大学CEISプログラム（半
年間）」で、2名枠が追加採択され、プログラム応募
学生が2名いたが、新型コロナの影響により留学先
大学よりプログラムキャンセル

Ⅲ
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4. イングリッシュ・カフェ開催
①新型コロナ感染状況に合わせて、オンラインもしく
は対面で開催

➁ゲストスピーカーを招いて、英語に加えて多文化
に触れる機会を創出

4. イングリッシュ・カフェ開催
①対面で開催
開催回数：23回（前期10回、後期13回）
のべ参加学生人数：172名（前期64名、後期108名）
参加実人数：60名
➁10/19 ハワイ留学参加学生によるプレゼン
12/13 ハワイ留学参加学生による「アメリカンスタ
ディーズⅡ」でのハワイ文化プレゼン
1/18 ワーキングホリデー（カナダ）参加学生によるプ
レゼン

Ⅳ

5. 海外留学推進センター委員会運営
①「危機管理対策運用規程」制定と「危機管理マニュ
アル」策定

➁SIPS（文科省JASSO／留学の機運醸成のための
取組み）に引き続き参加し、他大学と情報共有を行う

5. 海外留学推進センター運営
① 「危機管理対策運用規程」（6/15施行）
「海外留学の危機管理に係る組織構成及び危機レ
ベルの目安に関する内規」（6/15制定）
「危機管理マニュアル」作成済
➁SIPS（文科省JASSO／留学の機運醸成のための
取組み）に引き続き参加、学生2名が学生リーダーと
して参加
③Instagramを開設し、ハワイ留学の様子を発信

Ⅳ

（　オープンエデュケーション委員会　）

令和４年度活動計画 令和4年度活動計画に対する具体的活動実績
達成状況

（注1）
トップマネジメント講話を開催する（前期15回）
第1回目はガイダンスとし、国際経営学科教員が担
当する。また、OERへの公開を目標とする。

前期にトップマネジメント講話を開講した。講演者は
大分経済同友会が人選した。企業をはじめ会計事
務所や司法事務所等も含み、14回の講話となった。
今後、OERへの公開を検討する。 Ⅲ

別府大学公開講座は、今後、宇佐教育委員会、宇
佐市、日田教育委員会、日田市と協力して、宇佐
市、日田市にて別府大学公開講座を開催・継続す
る。
　また、現在機能をしている「九州学」「温泉学概論」
の公開講義などを中心にOERへの公開依頼及び公
開作業を行う。

別府大学公開講座は、「発達障害をもつ子どもの偏
食を考える」をテーマとし、広島県なぎさ園の藤井葉
子氏を招聘した。1月29日に講座初のオンライン形
式で行った。全国から申し込みがあり、281名に達し
た。　後日2月1日から3日間のYouTube公開とした。
　来年度から、各学科が独自で行っている地域貢献
活動を見直し、一般向けあるいは専門職向けに公開
してよい講座や講演会、研究会などを集約する。そ
れらを公開講座として位置づけた試みを行う。
現在全学で23講座が蓄積された。のちの大学認証
評価へ繋げる予定である。

Ⅲ

とよのまな大分まなびコンソーシアム連携講座への
協力を行う。

大分コンソーシアム分科会（生涯学習）会議に出席
した（例年2回：委員長及び地域連携委員がオンライ
ン出席）。リレー講座は、昨年度延期となった短期大
学部・食物栄養科の岡本昭先生「おおいたのおいし
いお魚たち-おいしさをささえる科学から考える -」ご
講演にご協力いただいた。

Ⅲ

各学科、司書課程などから教育リソースを選択し、
年２回のペースでオープンエデュケーションルーム
（OER）の更新を行う。
 研究公開では、史学文化財学科関連で本学図書館
内史料のアーカイブ化を進めている。
さらに、一般向け英語教育リソースの作成を企画予
定である。
　出張講義や遠方の講演会等については、自前の
ビデオカメラやミキサーなどを委員会で予算確保し、
現地で撮影・収録ができる準備をすすめる。

OERの公開は、研究公開2本、「九州学」「温泉
学概論」を含む公開講義26本、一般講義2本、
講演会・シンポジウム6本、デジタルミュージア
ム2本、短期大学から「わらべうた」1本の計39本
がサイトにアップデートされた。

Ⅲ
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(　全学教育カリキュラム検討委員会　)

令和４年度活動計画 令和4年度活動計画に対する具体的活動実績
達成状況

（注1）
分野・学部・大学短大を横断する、全学教育カリキュ
ラムについて、カリキュラム編成の改善やその検証
を（継続的に）行なっていく（9月末までに委員会を開
催し、改善事項の洗い出しや検討・検証を行なう）
具体的には、次の項目を中心に行なう予定
(1)大学・短大での授業開設について、他に適した科
目はないか検討
(2)教養の見直しの可能性の検討
(3)クリティカルシンキングの授業の実施方法につい
て情報交換、効果の検証を行なう

（1）について検討したが、特に新しい科目は出な
かった。
（2）について四大で「教養科目の共通化」を進めてい
くことを報告。
（3）については、短大の実施方法を報告してもらっ
た。四大における実施の参考としたい。 Ⅱ

(　数理・データサイエンス教育推進委員会　)

令和４年度活動計画 令和4年度活動計画に対する具体的活動実績
達成状況

（注1）
数理・データサイエンス・ＡＩ教育プログラム認定制度
（リテラシーレベル）内容の充実を図り、実施。令和3
年度実績に対する分析を実施し、今後の計画を策定
する。

数理・データサイエンス・AI教育プログラム認定制度
（リテラシーレベル）のカリキュラムにおいて2021年
度実績を学外有識者や学生と点検・評価を行った。
年度末には評価結果を公開した。

Ⅲ

数理・データサイエンス・ＡＩ教育プログラム認定制度
（リテラシーレベルプラス）内容を検討し、令和5年度
の申請を検討して調整を進めていく。

数理・データサイエンス・AI教育プログラム認定制度
（応用基礎レベル）の認定に向け、2022年度にプロ
グラムを策定し、7科目のプログラムを2023年度より
開講することとした。これにより令和5年度に開講し、
令和6年度に申請を行う計画となった。

Ⅲ

注１：達成状況には（Ⅳ～Ⅰ）を記載。  Ⅳ＝計画以上の取組ができその成果が見込める。Ⅲ＝計画が達成で
きた。Ⅱ＝計画は完全には達成できなかった。Ⅰ＝取組に着手できなかった。
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定員
(Ａ)

2022 2023 差 2022 2023 差 2022 2023 差 2022 2023 2022 2023 2022 2023

国際言語・文化学科 100 193 181 -12 182 171 -11 89 82 -7 1.06 1.06 0.49 0.48 0.89 0.82

史学・文化財学科 100 223 227 4 175 204 29 101 103 2 1.27 1.11 0.58 0.50 1.01 1.03

人間関係学科 70 181 168 -13 150 142 -8 75 91 16 1.21 1.18 0.50 0.64 1.07 1.30

文学部計 270 597 576 -21 507 517 10 265 276 11 1.18 1.11 0.52 0.53 0.98 1.02

食物栄養学科 70 107 75 -32 103 71 -32 81 48 -33 1.04 1.04 0.79 0.68 1.16 0.69

発酵食品学科 50 67 68 1 66 67 1 47 42 -5 1.02 1.01 0.71 0.63 0.94 0.84

食物栄養科学部計 120 174 143 -32 169 138 -31 128 90 -38 1.03 1.03 0.76 0.65 1.07 0.75

国際経営学部 100 172 149 -23 150 94 -56 106 79 -27 1.15 1.60 0.71 0.86 1.06 0.79

大学　計 490 943 868 -75 826 749 -77 499 445 -54 1.14 1.16 0.60 0.60 1.02 0.91

食物栄養科 50 62 42 -20 61 42 -19 59 41 -18 1.02 1.0 0.97 0.98 1.18 0.82

初等教育科 200 258 241 -17 251 238 -13 213 202 -11 1.03 1.01 0.85 0.85 1.07 1.01

短大　計 250 320 283 -37 312 280 -32 272 243 -29 1.03 1.01 0.87 0.87 1.09 0.97

定員充足率
(G＝D/A)

１．学生数関係
（１）募集定員、志願者数、合格者数、入学者数等

志願者
(Ｂ)

合格者
(C)

入学者
(D)

倍率
(E＝B/C)

入学率
(F＝D/C)
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１年 ２年 ３年 ４年 合計 収容率 １年 ２年 ３年 ４年 合計

国際言語・文化学科 100 400 82 86 103 110 381 0.95 7 9 12 18 46

史学・文化財学科 100 400 103 99 108 146 456 1.14 0 1 2 4 7

人間関係学科 70 280 91 75 80 95 341 1.22 0 1 0 1 2

文学部計 270 0 1080 276 260 291 351 1178 1.09 7 11 14 23 55

食物栄養学科 70 7 294 48 79 67 88 282 0.96 0 0 0 0 0

発酵食品学科 50 200 42 47 27 36 152 0.76 0 0 1 1 2

食物栄養科学部計 120 7 494 90 126 94 124 434 0.88 0 0 1 1 2

国際経営学部 100 0 400 79 94 109 169 451 1.13 1 17 23 80 121

大学　計 490 7 1974 445 480 494 644 2063 1.05 8 28 38 104 178

食物栄養科 50 100 41 59 ー ー 100 1 0 0 ー ー 0

初等教育科 200 400 202 210 ー ー 412 1.03 0 0 ー ー 0

短大　計 250 0 500 243 269 0 0 512 1.02 0 0 0 0 0

（２）収容定員、在学生数、留学生数
令和5年５月１日現在

入学
定員
(Ａ)

編入
定員
(Ｂ)

収容
定員
(Ｃ)

学生数
(Ｄ)

Ｄの内
留学生数
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４年在学生数
(Ａ)　※

９月卒業生数
(Ｂ)

３月卒業生数
(Ｃ)

卒業生数
　合計(Ｄ)

　卒業率(E)
 Ａ/Ｄ＊100

国際言語・文化学科 95 9 74 83 87.37

史学・文化財学科 123 3 101 104 84.55

人間関係学科 95 3 76 79 83.16

文学部計 313 15 251 266 84.98

食物栄養学科 79 0 75 75 94.94

発酵食品学科 43 1 38 39 90.70

食物栄養科学部計 122 1 113 114 93.44

国際経営学部 140 15 101 116 82.86

大学　計 575 31 465 496 86.26

食物栄養科 42 1 40 41 97.62

初等教育科 194 0 190 190 97.94

短大　計 236 1 230 231 97.88

　　短大・・・該当なし

② 海外研修

　　短大・・・オンライン留学（フィリピン／2週間）8名　初等教育科1年

（３）卒業生数、卒業率（４年・２年在学生）
令和５年３月３１日現在

※ 9月と3月の時点で在籍年数を満たす学生数

（４）海外留学・海外研修派遣学生数

　　大学・・・食物栄養科学部及び国際経営学部で計画したが、実施できなかった。

　　大学・・・ハワイ大学マノア校（3週間）1名　文学部 国際言語・文化学科3年
① 海外留学
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学部 学科 教養科目 専門科目 教職・司書等 教養科目 専門科目 教職・司書等 教養科目 専門科目 教職・司書等

国際言語・文化学科 240 222 18
史学・文化財学科 183 167 16
人間関係学科 179 168 11
食物栄養学科 84 84 0
発酵食品学科 82 82 0

国際経営学部 国際経営学科 103 160 99 131 4 29

学部 学科 教養科目 専門科目 教職・司書等

国際言語・文化学科 3374
史学・文化財学科 4239
人間関係学科 3667
食物栄養学科 5651
発酵食品学科 1994

国際経営学部 国際経営学科 3297 5920
※共通専門科目は除く

休講科目数2022年度

文学部

開講科目数設置科目数

104

177 6

5

3
171

文学部

食物栄養科学部

受講者数

78

2670

7839

2709

２　教育関係
（１）設置科目数、開講科目数、休講数、受講者数

食物栄養科学部

99

75
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（２）令和５年５月１日の授業科目等の改善状況

令和５年４月から学則等の授業科目等を次のとおり改正した。 

１ 大学設置基準（令和 4年 10 月 1日改正）の対応について 

（１）第 2条（自己評価等）第 1項の「自ら点検及び評価を行う。」を「自ら点検及び評

価を行い、その結果及び認証評価の結果を踏まえ、教育研究活動等について不断の見

直しを行う。」に改正する。 

また、同条第 2項「前項の点検及び評価に関して」を「前項の点検、評価及び見直
しに関して」に改正する。 

（２）第 8条（教職員）に「4 教員、事務職員等は、相互の適切な役割分担の下での協

働や組織的な連携体制を確保し、教育研究及び必要な業務等を組織的かつ効果的に

行う。」を追加する。 

（３）第11条（学期）に「２ 学長が特に必要を認めた場合は、前項に定める学期の開
始日及び終了日を変更することができる。」を追加する。また、第2項を第3項と
し、「４ 第1項に定める各学期は、前半及び後半に分けて授業を編成することがで
きる。」を追加する。 
 第１２条（１年間の授業期間）「１年間の授業を行う期間は、期末試験等の期間を
含め、３５週にわたることを原則とする。」を「１年間の授業を行う期間は、３５週
にわたることを原則とする。」に改正する。 
第１３条（各授業科目の授業期間）「 各授業科目の授業は、１０週又は１５週にわ

たる期間を単位として行うものとする。ただし、教育上特別の必要があると認められ
る場合は、これらの期間より短い特定の期間において授業を行うことができる。」を
「 各授業科目の授業は、８週、１０週又は１５週にわたる期間を単位として行うも
のとする。ただし、教育上特別の必要があると認められる場合は、これらの期間より
短い特定の期間において授業を行うことができる。」に改正し、「２ 授業を 8週で行
う場合は、試験期間を含むことができる。」を追加する。 

２ 半期で退学、除籍等となる者の施設設備費及び教育研究料の免除について 
 第 74 条の「授業料、施設設備費及び教育研究料」を「授業料等」に改正し、 
「２ 前期に復学する者は、第 72条に準じ授業料等を納期までに納入する。 
３ 後期に復学する者は、授業料等の年額の 2 分の 1 に相当する額を納期までに

納入する。」を追加する。 
第 75条  「卒業を延期する学生は、延期する学期分の授業料並びに当該年度分の

施設設備費及び教育研究料を納入するものとする。」を「卒業を延期する学生のうち、
1年間卒業を延期する者は、第 72条に準じ授業料等を納期までに納入する。」に改正
し、「２ 前期もしくは後期の半期のみ卒業延期する者は、授業料等の年額の 2分の
1に相当する額を納期までに納入する。」を追加する。 

３ 情報教育の充実について 

別表第 1 Ⅰ 文学部 １．教養科目群及びⅢ 国際経営学部 1.教養科目群のコ

ア 4 「数学基礎 2 単位」を「数学基礎Ⅰ１単位」「アルゴリズムとプログラミング

1単位」に分割・追加する。「統計学 2単位」を「統計学Ⅰ1単位」、「データサイエン

ス基礎 1単位」に分割・新設する。「データエンジニアリング基礎 1単位」及び「AI

基礎 1単位」を追加する。 

同別表第 1 Ⅰ 文学部 ３．文学専門科目群 ２）国際言語・文化学科 ３）史
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学・文化財学科 ４）人間関係学科の専門科目 学科専門科目 専門基礎科目にそれ

ぞれ「AI・データサイエンス実践 2単位」を追加する。 

Ⅱ 食物栄養学部 １．教養科目群 １）食物栄養学科 及び ２）発酵食品学科

のコア 4 自然科学・情報基盤領域 「数学基礎 2単位」を「数学基礎Ⅰ１単位」「ア

ルゴリズムとプログラミング 1単位」に分割・追加する。「統計学 2単位」を「統計

学Ⅰ1 単位」、「データサイエンス基礎 1 単位」に分割・新設する。「データエンジニ

アリング基礎 1単位」及び「AI基礎 1単位」を追加する。

  ３．専門科目群 １）食物栄養学科専門科目 自由選択科目及び２）発酵食品学科専

門科目 関連科目にそれぞれ「AI・データサイエンス実践 2単位」を追加する。 

 Ⅲ 国際経営学部 ３．専門科目群 ２）専門科目 学科専門 情報分野に 

「AI・データサイエンス実践 2単位」を追加する。 
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別府大学 
シラバス内におけるアクティブ・ラーニングの要素を含むもの

抽出条件 

①卒業単位に含める正課の授業

②以下の文言をシラバス内に含んでいる授業
１）アクティブラーニング
２）ディスカッション
３）ディベート
４）討議
５）討論
６）グループ（ワーク・ディスカッション・討議・学習 等）
７）プレゼン
８）発表
９）フィールドワーク

１０）実習・実技・実験

【１０７４件／１５１２件 ７１.０３％】 
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学部 学科 学年 履修科目数 修得数 不合格者数 修得率 不合格率
1年生 2098 1825 273 87.0 13.0
2年生 2645 2363 282 89.3 10.7
3年生 1794 1568 226 87.4 12.6
4年生 802 687 115 85.7 14.3
1年生 2497 2294 203 91.9 8.1
2年生 2537 2207 330 87.0 13.0
3年生 2447 2102 345 85.9 14.1
4年生 1036 860 176 83.0 17.0
1年生 1833 1029 804 56.1 43.9
2年生 1979 1742 237 88.0 12.0
3年生 1382 1184 198 85.7 14.3
4年生 946 814 132 86.0 14.0
1年生 2463 2334 129 94.8 5.2
2年生 1942 1618 324 83.3 16.7
3年生 2119 1824 295 86.1 13.9
4年生 802 754 48 94.0 6.0
1年生 1474 1304 170 88.5 11.5
2年生 644 616 28 95.7 4.3
3年生 681 633 48 93.0 7.0
4年生 170 150 20 88.2 11.8
1年生 2649 2226 423 84.0 16.0
2年生 2635 2274 361 86.3 13.7
3年生 2368 2012 356 85.0 15.0
4年生 1570 1322 248 84.2 15.8

※教職・司書課程等の科目は除く

食物栄養科学部

食物栄養学科

発酵食品学科

国際経営学部 国際経営学科

（４）単位の修得状況
2022年度

文学部

国際言語・文化学科

史学・文化財学科

人間関係学科
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4.5～3.5 3.4～2.5 2.4～1.5 1.4～0.5 0.5未満 分布 平均ＧＰＡ 下位１／4人数

0 33 32 18 3

0.0% 38.4% 37.2% 20.9% 3.5%

6 49 33 8 2

6.1% 50.0% 33.7% 8.2% 2.0%

2 37 22 10 3

2.7% 50.0% 29.7% 13.5% 4.1%

3 36 33 6 1

3.8% 45.6% 41.8% 7.6% 1.3%

6 17 13 10 1

12.8% 36.2% 27.7% 21.3% 2.1%

1 24 51 17 1

1.1% 25.5% 54.3% 18.1% 1.1%

全体平均
(478名)

3.8% 41.0% 38.5% 14.4% 2.3% 2.31 1.736 以下 116名

2022年度（前・後期）科目GPAによる成績分布表
学科別集計表（大学１年生）

国際言語・文化学科
(86名)

2.15 以下 21名

下位１／４

1.484

人間関係学科
(74名)

2.38 以下 18名1.883

史学・文化財学科
(98名)

2.51 以下 24名2.037

発酵食品学科
（47名）

2.35 以下 11名1.437

食物栄養学科
(79名)

2.41 以下 19名1.980

国際経営学科
(94名)

2.08 以下 23名1.592
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4.5～3.5 3.4～2.5 2.4～1.5 1.4～0.5 0.5未満 分布 平均ＧＰＡ 下位１／4人数

1 44 39 14 4

1.0% 43.1% 38.2% 13.7% 3.9%

6 41 39 14 8

5.6% 38.0% 36.1% 13.0% 7.4%

2 40 29 7 2

2.5% 50.0% 36.3% 8.8% 2.5%

0 21 32 11 0

0.0% 32.8% 50.0% 17.2% 0.0%

4 15 1 6 1

14.8% 55.6% 3.7% 22.2% 3.7%

12 36 35 15 4

11.8% 35.3% 34.3% 14.7% 3.9%

全体平均
(483名)

5.2% 40.8% 36.2% 13.9% 3.9% 2.32 1.655 以下 119名

国際言語・文化学科
(102名)

2.20

人間関係学科
(80名)

2.45

発酵食品学科
（27名）

2.55

国際経営学科
(102名)

2.34

食物栄養学科
(64名)

2.17

25名

2022年度（前・後期）科目GPAによる成績分布表
学科別集計表（大学２年生）

25名

27名

20名

16名

6名

以下

以下

以下

史学・文化財学科
(108名)

2.18

1.474

1.640

下位１／４
GPA

1.637

1.621

1.932

1.628

以下

以下

以下
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4.5～3.5 3.4～2.5 2.4～1.5 1.4～0.5 0.5未満 分布 平均ＧＰＡ 下位１／4人数

6 44 33 15 2

6.0% 44.0% 33.0% 15.0% 2.0%

5 53 51 18 5

3.8% 40.2% 38.6% 13.6% 3.8%

2 48 22 2 6

2.5% 60.0% 27.5% 2.5% 7.5%

0 30 32 18 4

0.0% 35.7% 38.1% 21.4% 4.8%

9 13 9 3 0

26.5% 38.2% 26.5% 8.8% 0.0%

14 43 46 20 0

11.4% 35.0% 37.4% 16.3% 0.0%

全体平均
(553名)

6.5% 41.8% 34.9% 13.7% 3.1% 2.40 1.762 以下 137名

2022年度（前・後期）科目GPAによる成績分布表
学科別集計表（大学３年生）

国際言語・文化学科
(100名)

2.36 以下 25名

下位１／４

1.773

人間関係学科
（80名）

2.48 以下 20名2.213

史学・文化財学科
(132名)

2.27 以下 33名1.739

発酵食品学科
（34名）

2.77 以下 8名1.768

食物栄養学科
(84名)

2.11 以下 21名1.434

国際経営学科
（123名）

2.40 以下 30名1.646
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4.5～3.5 3.4～2.5 2.4～1.5 1.4～0.5 0.5未満 分布 平均ＧＰＡ 下位１／4人数

9 40 23 13 1

10.5% 46.5% 26.7% 15.1% 1.2%

9 38 46 13 3

8.3% 34.9% 42.2% 11.9% 2.8%

14 41 19 10 0

16.7% 48.8% 22.6% 11.9% 0.0%

3 23 34 15 0

4.0% 30.7% 45.3% 20.0% 0.0%

20 13 4 1 1

51.3% 33.3% 10.3% 2.6% 2.6%

40 52 33 15 0

28.6% 37.1% 23.6% 10.7% 0.0%

全体平均
(533名)

17.8% 38.8% 29.8% 12.6% 0.9% 2.61 1.972 以下 132名

2022年度（前・後期）科目GPAによる成績分布表
学科別集計表（大学４年生）

国際言語・文化学科
(86名)

2.42 以下 21名

下位１／４

1.680

人間関係学科
（84名）

2.66 以下 21名2.061

史学・文化財学科
(109名)

2.34 以下 27名1.911

発酵食品学科
（39名）

3.27 以下 10名2.500

食物栄養学科
(75名)

2.17 以下 18名1.644

国際経営学科
（140名）

2.81 以下 35名2.036
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（６）卒業者の教員免許取得状況 
 
（R2～R4） 

学科 
免許種 

（教科／科目） 

R2年度 R3年度 R4年度 

取得 

件数 

取得 

者数 

取得 

件数 

取得 

者数 

取得 

件数 

取得 

者数 

国際言語・文化 

高一種（国語） ９ 

９ 

８ 

８ 

１２ 

１２ 高一種（書道）※2 ― ― ― 

中一種（国語） ７ ７ １０ 

高一種（英語） ２ 
２ 

１ 
１ 

２ 
２ 

中一種（英語） １ １ １ 

高一種（美術） ２ 
２ 

０ 
０ 

２ 
２ 

中一種（美術） ２ ０ ２ 

史学・文化財 

高一種（地歴） １６ 

１６ 

１４ 

１４ 

１３ 

１４ 高一種（公民） １３ １３※4 ９ 

中一種（社会） １３ １１ １２ 

人間関係 
高一種（公民） ２ 

３ 
１※4 

１ 
０ 

０ 
高一種（福祉）※3 １ ― ― 

食物栄養（※１） 栄養一種 ５ ５ ３ ３ ８ ８ 

発酵食品 
高一種（理科） ０ 

０ 
２ 

２ 
３ 

３ 
中一種（理科） ０ １ ３ 

国際経営 

高一種（公民） ０ 

１ 

０ 

３ 

０ 

０ 
高一種（情報）※2 ― ― ― 

高一種（商業） １ ３ ０ 

中一種（社会） ０ ０ ０ 

(※１)栄養教諭一種免許状は卒業後の個人申請となるため、免許取得に必要な単位を修得 

し卒業した者の数を記載。 
(※２)高一種(書道)および高一種(情報)の免許状は、H28 年度入学者まで取得可能 
(※３)高一種(福祉)の免許状は、H29 年度入学者まで取得可能 
(※４)卒業後に個人申請により免許取得した者各１を含む 
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(R1～R3)
R2年度 R3年度 R4年度
取得者数 取得者数 取得者数

司書 10 17 26
司書教諭 4 2 6
学芸員 3 2 1
日本語教員資格 3 2 1
司書 44 26 32
司書教諭 5 2 4
学芸員 44 55 69
文書館専門職員 15 15 17
司書 3 3 3
司書教諭 0 0 0
公認心理師(受験資格)
社会福祉士(受験資格)
精神保健福祉士(受験資格)
認定心理士
司書 0 0 0
管理栄養士(受験資格) 47 45 56
栄養士免許 49 54 72
食品衛生管理者 49 54 69
食品衛生監視員 49 54 69
フードスペシャリスト 36 35 53
司書 1 4 1
司書教諭 0 1 0
学芸員 0 5 0
食品衛生管理者 11 27 38
食品衛生監視員 11 27 38
フードサイエンティスト 11 27 35
バイオ技術者(中級・上級)(受験資格)
司書 0 1 0
司書教諭 0 0 0
税理士(受験資格)
FP(ファイナンシャルプランナー)技術士
中小企業診断士
ITパスポート
国内、総合旅行業務取扱管理者

（７）教員免許以外の免許・資格(受験資格を含む)取得状況

免許・資格種学科

国際経営

発酵食品

食物栄養

人間関係

史学・文化財

国際言語・文化
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学科
退学者数 在学者数 退学率 退学者数 在学者数 退学率 退学者数 在学者数 退学率 退学者数 在学者数 退学率 退学者数 在学者数 退学率

国際言語・文化学科 9 305 3.0 10 322 3.1 17 349 4.9 11 377 2.9 16 390 4.1

史学・文化財学科 11 404 2.7 15 427 3.5 10 475 2.1 11 496 2.2 15 472 3.2

人間関係学科 12 277 4.3 14 306 4.6 7 325 2.2 4 336 1.2 7 336 2.1

食物栄養学科 5 278 1.8 7 281 2.5 3 277 1.1 3 296 1.0 8 320 2.5

発酵食品学科 5 116 4.3 5 120 4.2 5 121 4.1 2 130 1.5 3 147 2.0

国際経営学科 18 436 4.1 20 485 4.1 13 492 2.6 10 502 2.0 14 493 2.8

合計 60 1,816 3.3 71 1,941 3.7 55 2,039 2.7 41 2,137 1.9 63 2,158 2.9

食物栄養科 4 98 4.1 1 105 1.0 2 105 1.9 3 92 3.3 1 101 1.0

初等教育科 9 458 2.0 7 423 1.7 6 426 1.4 9 427 2.1 11 411 2.7

専攻科(福祉専攻） 0 6 0.0 0 0 0.0 0 0 0.0 0 0 0.0 0 0 0.0

専攻科（初等教育専攻） 5 27 18.5 7 30 23.3 0 22 0.0 1 26 3.8 1 23 4.3

合計 18 589 3.1 15 558 2.7 8 553 1.4 13 545 2.4 13 535 2.4

総合計 78 2,405 3.2 86 2,499 3.4 63 2,592 2.4 54 2,682 2.0 76 2,693 2.8

（注１）退学者数には、除籍者数を含む。
（注２）在籍者数は、当該年度の５月１日現在の数値である。

３．学生指導関係
（１）退学、除籍の状況（平成30年度～令和4年度）　学科別

令和２年度 令和３年度 令和4年度平成30年度 令和元年度
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（２）学生相談室利用状況　令和３・４年度

1.開設日

水曜日　１２：００～１７：００

２．スタッフ

常勤

4月 13 78 12 66
5月 11 54 13 67
6月 13 73 12 69
7月 12 67 12 61
8月 7 24 6 20
9月 11 56 13 29
10月 13 74 15 65
11月 13 77 16 58
12月 10 64 14 52
1月 11 51 13 47
2月 8 42 11 35
3月 9 41 15 25
計 131 701 152 594

学年 1年生 15 1年生 6
2年生 23 2年生 23
3年生 13 3年生 34
4年生 11 4年生 14

過年度生 2 過年度生 2
大学院・
専攻科

2 大学院・
専攻科

1

卒業生 1 卒業生 1
入学予定者 0 入学予定者 1
合計 67 合計 82

性別 男 24人 男 35
女 43人 女 47

１名　週５時間
非常勤

３．開室日数・相談件数　（延べ人数）

令和３年度 令和４年度

金曜日　１４：００～１７：００

２名　兼務

１名　週１５時間

月曜日　１２：００～１７：００

火曜日　１０：００～１７：００

４．来談学生　学年別内訳　（実人数）

月 開設日数 相談回数 開設日数 相談回数

令和３年度 令和４年度
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 （３）修学支援新制度（給付・授業料減免）採用者数（7月採用者まで）

第一区分 第二区分 第三区分 計 第一区分 第二区分 第三区分 計 第一区分 第二区分 第三区分 計

国際言語・文化学科 50 21 11 82 48 29 16 93 50 20 13 83
史学・文化財学科 42 26 9 77 52 24 12 88 55 20 12 87
人間関係学科 47 9 14 70 36 14 9 59 35 12 9 56
食物栄養学科 33 11 7 51 42 14 5 61 34 11 6 51
発酵食品学科 15 10 6 31 19 11 6 36 14 8 6 28
国際経営学科 31 13 13 57 34 12 8 54 28 14 6 48
計 218 90 60 368 231 104 56 391 216 85 52 353
食物栄養科 8 5 4 17 4 5 7 16 7 3 2 12
初等教育科 52 19 8 79 60 22 18 100 56 17 19 92
専攻科 2 1 0 3 3 0 0 3 2 1 0 3
計 62 25 12 99 67 27 25 119 65 21 21 107

280 115 72 467 298 131 81 510 281 106 73 460

○給付奨学金（私立）
　・第一区分　 …　自宅通学月額３８,３００円、自宅外通学月額７５,８００円
　・第二区分　 …　自宅通学月額２５,６００円、自宅外通学月額５０,６００円
　・第三区分　 …　自宅通学月額１２,８００円、自宅外通学月額２５,３００円

○授業料等の減免
【私立大学】
　・第一区分　…　入学金上限２６０,０００円、授業料上限７００,０００円減免（全額免除）
　・第二区分　…　入学金上限１７３,４００円、授業料上限４６６,７００円減免（２/３減免）
　・第三区分　…　入学金上限　８６,７００円、授業料上限２３３,４００円減免（１/３減免）

【私立短大】
　・第一区分　…　入学金上限２５０,０００円、授業料上限６２０,０００円減免（全額免除）
　・第二区分　…　入学金上限１６６,７００円、授業料上限４１３,４００円減免（２/３減免）
　・第三区分　…　入学金上限　８３,４００円、授業料上限２０６,７００円減免（１/３減免）

大学

短大

合計

令和３年度

 

令和５年度 令和４年度

　　　　　　日本学生支援機構（JASSO）奨学金採用者一覧
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 （４）奨学金（貸与）採用者数

　

第一種 第二種 第一種 第二種

大学院 9 0 9 13 2 - 15

計 9 0 9 13 2 - 15

国際言語・文化学科 111 91 202 120 94 0 214

史学・文化財学科 125 101 226 139 114 2 255

人間関係学科 96 74 170 97 78 0 175

食物栄養学科 92 68 160 115 83 0 198

発酵食品学科 45 40 85 44 34 0 78

国際経営学科 101 84 185 103 101 0 204

計 570 458 1028 618 504 2 1124

食物栄養科 26 13 39 24 14 - 38

初等教育科 113 60 173 114 55 - 169

専攻科 4 3 7 6 1 - 7

計 143 76 219 144 70 - 214

722 534 1256 775 576 2 1353

※旧給付の対象者は昨年度卒業生で最後だったため、今年度からはおりません。

第一種奨学金（無利子貸与）

　○大学院博士前期・修士課程　…　月額５０,０００円 又は ８８,０００円

　○大学院博士後期課程　　　　…　月額８０,０００円 又は １２２,０００円

　○大学（私立）　　　　　　　…　自宅通学・自宅外通学に応じて月額２０,０００円～６４,０００円

　○短大（私立）　　　　　　　…　自宅通学・自宅外通学に応じて月額２０,０００円～６０,０００円

第二種奨学金・入学時特別増額貸与奨学金（有利子貸与）

　○大学院博士前期・後期・修士課程　…　月額５０,０００円～１５０,０００円

　○大学・短大（私立）　　　　　　　…　月額２０,０００円～１２０,０００円

　○【特別増額】大学院・大学・短大　…　１００,０００円～５００,０００円（但し、入学時に１回限り）

合計

貸与
旧給付 計

短大

 

大学院

大学

貸与
旧給付

　　　　　日本学生支援機構（JASSO）奨学金採用者一覧

計

令和５年度 令和４年度
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 （５）奨学金（別府大学）採用者数

別府大学
奨学金

成績優秀者
奨学金

別府大学
奨学金

成績優秀者
奨学金

別府大学
奨学金

成績優秀者
奨学金

国際言語・文化学科 45 8 44 8 39 -

史学・文化財学科 23 8 18 8 14 -

人間関係学科 18 8 24 8 29 -

食物栄養学科 22 8 18 8 15 -

発酵食品学科 35 8 41 8 45 -

国際経営学科 114 8 117 8 106 -

計 257 48 262 48 248 0

食物栄養科 5 4 5 4 3 -

初等教育科 26 12 15 12 18 -

専攻科 1 - 1 - 0 -

計 32 16 21 16 21 0

289 64 283 64 269 0

○別府大学奨学金（入学前）
　学業優秀者等・運動競技成績優秀者
　入学金もしくは授業料又は両方の全額又は一部相当額（規程第６条）

○成績優秀者奨学金（入学後）
　成績優秀者
　５万円以内を給付（実施要領第３条）

○その他の経済的就学支援策
　・在学生修学支援奨学金 … 授業料半額免除
　・大規模災害等により被災した学生、生徒及び入学志願者の入学金、授業料及び入学検定料等の免除 … 被災内容に応じて

短大

合計

令和５年度
　

 

　　　　　学校法人別府大学奨学生等一覧

令和３年度 令和４年度

大学
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4．就職指導関係
（1）卒業者数、進学者数、就職者数　令和4年度

日本人学生 留学生 小計 日本人学生 留学生 小計

国際言語・文化学科 83 11 0 0 0 23 59 56 2 58 69.9 94.9

史学・文化財学科 104 1 7 0 7 21 76 72 0 72 74.2 94.7

人間関係学科 79 5 9 1 10 6 63 58 0 58 84.1 92.1

文学部系 266 17 16 1 17 50 198 186 2 188 75.5 93.9

食物栄養学科 75 0 0 0 0 3 72 70 0 70 93.3 97.2

発酵食品学科 39 3 0 0 0 2 37 36 1 37 94.9 97.3

食物栄養学科部計 114 3 0 0 0 5 109 106 1 107 93.9 97.2

国際経営学部 116 31 0 3 3 29 84 71 8 79 69.9 84.5

大学　計 496 51 16 4 20 84 391 363 11 374 78.6 92.8

食物栄養科 41 0 4 0 4 3 34 33 0 33 89.2 97.1

初等教育科 190 0 12 0 12 8 170 167 0 167 93.8 98.2

短大　計 231 0 16 0 16 11 204 200 0 200 93.0 98.0

※実就職率１（E）は、卒業者数に対する就職率　　　　就職者数/卒業者数ー進学者数×100

　就職率２（G）は、卒業者の内、就職を希望する者（進学・自営業・家事手伝い・資格取得・留学生等は除く）に対する就職率　　日本人就職者数/就職希望者数×100

令和5年５月１日現在

卒業者数（A）
内　留学生数

（B）
進学者数（C） 就職を希望しな

い等
就職希望者数

（D）
就職者数（E）

実就職率1（F）
E/(AーC）＊

100

実就職率２(Ｇ）
E/Ｄ＊100
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（２）就職状況から見た本学の特徴 

令和 5年 5月 1日 
キャリア支援課 

《令和４年度就職状況》 

 
令和 4年度の企業の採用動向は、新型コロナウイルスの影響緩和や少子高齢化に伴う人手

不足を背景に意欲的なこともあり売手市場で推移した。 
本学では、各種就職ガイダンスや就活準備フェア、就職オリエンテーションなどさまざま

な就職支援行事を実施し、学生に対し就職活動への意欲を高め、就活解禁へスムーズな活動
開始ができるように対策を講じた。 
この結果、本学学生(大学)が内定を獲得した延べ企業・事業所数は 485先で前年比 108先

の増加となった。 
(1)就職率 

このような環境の下で就職率は、大学 97.1%(前年比＋0.6%)、短大 98.6%(同△1.0%)とほ
ぼ前年同様高水準で推移した。大学学科別では、発酵食品学科が前年に続き 100％を達成し
た。また、国際言語・文化学科 98.3%、史学・文化財学科 96.1%、人間関係学科 95.2％と前
年を上回った。食物栄養学科、国際経営学科は前年実績を若干下回ったものの、前年と同水
準での就職率となった。 

(2)公務員合格者の状況 

   本年度は臨時職員、会計年度任用職員を含め大学 55名、短大 32名合計 87名が合格した。 
  内訳は、大学…国家公務員 3名、県職員 8名、市町村職員 14名、教員 14名、警察官 11名、

市町村専門職 1名、自衛隊 3名、消防士 1名 
      短大…小学校教諭 26名、幼稚園教諭 1名、保育教諭 2名、保育士 2名、調理員 1名 
  となっている。 
(3)大学学科別および短大の就職状況 

 【国際言語・文化学科】 
  教員志望の学生が多く、8名が教員となった。また、一般企業にも卸・小売、金融、不動産 
  など幅広い業界に就職している。この結果、就職率は 98.3%と前年比＋2.3%となった。 
 【史学・文化財学科】 
  史学・文化財学科も教員志望の学生が多く、7名が教員となった。また一般企業にも幅広い 

業界、職種に就職し、文化財専門職として民間企業にも就職している。就職率は 96.1％で前 
年比+2.6%となった。 

 【人間関係学科】 
  医療施設、社会福祉施設へ多くの学生が就職した。今年度は社会福祉士と精神保健福祉士に

18名が合格した。就職率は 95.2%と前年比＋1.4%となった。 
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 【食物栄養学科】 
  給食受託会社や医療施設、社会福祉施設を志望する学生が多く、また管理栄養士資格試験に

49名が合格した。就職率は 97.2%で前年比△2.8%となった。 
 
 【発酵食品学科】 
  学科の特徴を活かし醤油メーカーなど食品製造業を中心に卸・小売、金融等幅広い業界に就

職した。この結果、就職率は前年、前々年に続き 100％となった。 
 【国際経営学科】 
  国家公務員、地方公務員等の公務員のほか、独立行政法人にも多く学生が合格者し就職した。

また、卸・小売、金融、不動産や情報通信の業界にも就職した。就職率は 97.3％で前年比
△0.9%となった。 

【短期大学部】 
 公立の小学校、幼稚園、保育園等に 32名が就職した。その他、県下の幼稚園、保育施設に
多く就職し、就職率は 98.6%(前年比△1.0%)となった。 

 学科別では、食物栄養科 97.1%、初等教育科 98.8%、専攻科 100%となった。 
(4)県内企業への就職動向 

    大分県内の企業に就職した学生数は、大学 193名で県内就職率 52.7%、短大 197名、同 
  就職率 92.1％、また県内高校出身者の県内就職率は、大学 76.1%、短大 94.6%となった。 

学生の地元企業への就職志向は強いものの、ここ数年県内企業への就職率は低下している。 
新型コロナウイルス禍でリモートを活用した企業説明会やオンライン選考が定着し、県外企 
業からの積極的な攻勢と学生の県外企業へのアプローチの容易さが相まったことが低下の一 
因と考えられる。 

 
   大学就職率は前年を上回った。一方で「就職しない」学生が 41名となった。また内定獲得 

先数は増加したが、内定獲得に二極化の兆しもあり、内定獲得先の増加が就職率アップに繋 
がりにくい状況もある。より良い人材獲得のため通年採用や二次募集、三次募集を行う企業 
も増えており、今後早い段階から学生指導を行うことが必要と思われる。 
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令和４年度別府大学・短期大学部就職状況

就職率

就職率 県内就職率

県内高校出身者

就職率 県内就職率

大学

短大

９７．１％

９８．６％

５２．７％

９２．１％

９６．６％ ７６．１％

９８．５％ ９４．６％

公務員・教員・専門職・保育士等への就職 ＜県内企業に１５９名就職＞
大分銀行 豊和銀行 大分みら
い信用金庫 大分県信用組合
フンドーキン醬油 フジジン醬
油 オーイーシー 大分バス
鶴崎海陸運輸 デンザイ東亜
トキハ トキハインダストリー
マルミヤストア フレイン
別大興産 豊後企画ホールディ
ングス 杉乃井ホテル&リゾー
ト 城島高原オペレーションズ
ジョイフル 博愛会 みのり村
萌葱の郷 JA全農おおいた
コープおおいた JAおおいた
日清医療食品南九州支店 富士
産業大分事業所 他

公務員 ４２名

国家３名、県８名
市町村１４名、警察官１１名
保育士２名、幼稚園教諭１名
保育教諭２名、調理員１名

教 員 ４５名

公立小学校２８名
公立中学校１２名
公立以外の教員５名

専門職 １１０名

文化財専門職６名
管理栄養士４９名
社会福祉士１２名
精神保健福祉士６名
栄養士３７名

保育士・保育教諭・
幼稚園教諭

1４１名

保育士７０名
保育教諭６６名
幼稚園教諭５名

大学・短期大学の合計

令和５年５月１日現在
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2022年度 学生面接指導件数（2022/4～2022/9)

4月 5月 6月 7月 8月 9月 合 計

国際言語・文化 16 13 8 1 5 3 46

史学・文化財 17 16 11 15 12 14 85

人間関係 22 16 17 19 18 10 102

食物栄養 26 36 46 42 37 21 208

発酵食品 19 5 8 6 4 0 42

国際経営 22 34 16 9 10 5 96

短大・別科・院 4 8 15 11 3 2 43
小嶋先生
北川課長 45 19 21 36 6 7 134

合 計 171 147 142 139 95 62 756

学生面接指導件数（2022/10～2023/3)

10月 11月 12月 1月 2月 3月 合 計

国際言語・文化 7 7 9 6 6 22 57

史学・文化財 23 12 11 8 12 14 80

人間関係 13 13 7 5 3 8 49

食物栄養 8 8 14 9 6 13 58

発酵食品 0 0 1 1 5 25 32

国際経営 10 7 3 5 13 35 73

短大・別科 13 4 7 5 0 7 36
小嶋先生
北川課長 7 10 4 0 14 7 42

合 計 81 61 56 39 59 131 427

上期 756

下期 427

合計 1,183

（３）就職支援の取組（キャリアセンター）
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【大学】

30歳
以下

31歳～
35歳

36歳～
40歳

41歳～
45歳

46歳～
50歳

51歳～
55歳

56歳～
60歳

61歳～
65歳

66歳～
70歳

71歳
以上

男 女

教授 10(2) 0 0 0 0 1 3 3 3 1(1) 0 7(1) 3(1)
准教授 7 0 1 0 3 1 1 1 0 0 0 7 0
講師 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
助教 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
教授 10(2) 0 0 0 0 3 0 2 4 0(2) 1 9(2) 1
准教授 2 0 0 0 0 2 0 0 0 0 0 2 0
講師 2 1 1 0 0 0 0 0 0 0 0 2 0
助教 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
教授 5 0 0 0 0 3 0 1 0 1 0 4 1
准教授 7 0 0 2 0 3 1 1 0 0 0 5 2
講師 1 0 0 1 0 0 0 0 0 0 0 0 1
助教 1 1 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 1
教授 1 0 0 0 0 1 0 0 0 0 0 0 1
准教授 1 0 0 0 1 0 0 0 0 0 0 0 1
講師 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
助教 1 1 0 0 0 0 0 0 0 0 0 1 0
教授 1 0 0 0 0 0 0 1 0 0 0 1 0
准教授 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
講師 1 0 0 1 0 0 0 0 0 0 0 1 0
助教 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

50（4） 3 2 4 4 14 5 9 7 1（4） 1 39（3） 11(1)
教授 8 0 0 0 0 2 2 4 0 0 0 3 5
准教授 2 0 0 1 0 0 0 1 0 0 0 1 1
講師 1 0 1 0 0 0 0 0 0 0 0 1 0
助教 1 0 1 0 0 0 0 0 0 0 0 0 1
教授 5 0 0 0 1 0 1 2 1 0 0 3 2
准教授 1 0 0 0 1 0 0 0 0 0 0 1 0
講師 2 0 0 1 0 1 0 0 0 0 0 2 0
助教 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

20 0 2 2 2 3 3 7 1 0 0 11 9
教授 11 0 0 0 0 0 2 4 5 0 0 9 2
准教授 4（1） 0 0 0 1 2 1 0 0 0（1） 0 4(1) 0
講師 2 0 0 0 1 1 0 0 0 0 0 2 0
助教 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

17（1） 0 0 0 2 3 3 4 5 0（1） 0 15（1） 2
87（5） 3 4 6 8 20 11 20 13 1（5） 1 65（4） 22(1)

（注）（）の数は特任教授、特任准教授を表し、外数とする。

【短期大学】

26歳～
30歳

31歳～
35歳

36歳～
40歳

41歳～
45歳

46歳～
50歳

51歳～
55歳

56歳～
60歳

61歳～
65歳

66歳～
70歳

71歳
以上

男 女

教授 5 0 0 0 0 1 0 1 3 0 0 3 2
准教授 4 0 0 1 2 0 0 1 0 0 0 2 2
講師 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
助教 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
教授 11(1) 0 0 0 0 1 3 2 4 1(1) 0 6 5(1)
准教授 8 0 0 0 3 0 1 2 2 0 0 3 5
講師 7 0 0 0 3 2 0 1 1 0 0 1 6
助教 2 1 0 0 0 1 0 0 0 0 0 0 2

専攻科 － － － － － － － － － － － － －
37(1) 1 0 1 8 5 4 7 10 1(1) 0 15 22(1)

（注）（）の数は特任教授、特任准教授を表し、外数とする。

短期大学　計

国際言語・文化学科

史学・文化財学科

人間関係学科

教職課程

司書課程

食物栄養学科

発酵食品学科

国際経営学科

文学部

国際経営学部　計
大学　計

国際経営学部

文学部　計

食物栄養科学部　計

食物栄養科学部

男女別年齢別

初等教育専攻

食物栄養科

初等教育科

学科・専攻科 合計

５．教育・学習環境関係
（１）教員数（年齢別・男女別・職位別構成）（令和5年5月1日現在）

　　学部・学科 合計

年齢別 男女別
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学生数
(Ａ)

教員数
(Ｂ)

特任教員(Ｃ)
(Ｂの内数)

教員一人当たり
学生数(Ｄ)Ａ/B

国際言語・文化学科 381 19 2 20.05

史学・文化財学科 456 14 2 32.57

人間関係学科 341 13 0 26.23

課程の教員組織 ー 5 0 －

文学部計 1178 51 4 23.10

食物栄養学科 282 12 0 23.50

発酵食品学科 152 8 0 19.00

食物栄養科学部計 434 20 0 21.70

国際経営学部 451 17 1 26.53

大学　計 2063 88 5 23.44

食物栄養科 100 9 0 11.11

初等教育科 412 28 1 14.71

短大　計 512 37 1 13.84

（２）教員一人当たり学生数等
令和５年５月１日現在
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机 椅子 検索PC 蔵書数
うちR4年度
購入分

24号館（図書館本館） 67 186 9 296,236 1,753
ラーニングコモンズ 47 107 5 21,429 230

31号館 5 15 0 28,081 5
大分校舎 14 54 0 23,492 0
合計 133 362 14 369,238 1,988

2.学部・学科別の利用者数、貸出冊数（令和4年度）

所属 学年 在籍者数
貸出者数
（実数）

貸出冊数

1 84 41 300
2 107 36 390
3 98 52 703
4 101 34 381
1 101 57 616
2 110 88 1,159
3 139 114 1,850
4 122 96 1,600
1 75 16 38
2 81 12 52
3 84 18 88
4 96 30 194
1 81 46 202
2 73 6 9
3 87 10 37
4 79 12 21
1 47 8 39
2 23 3 14
3 35 7 30
4 42 2 2
1 95 6 16
2 109 10 21
3 123 26 93
4 166 32 135

1 59 4 11
2 42 38 89
1 213 71 710
2 198 168 602
1 9 6 36
2 14 8 26

1 5 4 72

2 8 5 375

1 0 0 0

2 2 2 42

1 8 8 90

2 8 2 17

1 1 0 0

2 1 1 7

3.学外者の利用状況（令和2年度）
実人数 0
延人数 0

院博士前期歴史学文化財
専攻

院博士前期日本語・日本文
学専攻

院修士臨床心理学専攻

院修士食物栄養学専攻

食物栄養学科

発酵食品学科

国際経営学科

食物栄養科

初等教育科

専攻科初等教育専攻

人間関係学科

（３）図書館の状況
1.座席数、蔵書数、令和4年度新規購入冊数

施設設備 蔵書数

国際言語・文化学科

史学・文化財学科
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年度 学期 学科
2時間以
上

1～2時
間

30分～1
時間

15～30
分

15分未
満

分布
1科目あた
りの平均学
習時間

2022 前 国際言語・文化学科 105 286 480 374 424 45.0

2022 前 史学・文化財学科 114 250 445 337 305 48.1

2022 前 人間関係学科 76 282 410 323 375 44.8

2022 前 食物栄養学科 171 291 448 283 309 53.9

2022 前 発酵食品学科 39 154 247 196 301 40.3

2022 前 国際経営学科 121 282 555 431 432 45.0

2022 前 講義科目 336 1126 2190 1709 1904 42.0

2022 前 演習科目 252 541 822 584 570 51.1

2022 前 実験・実習科目 89 106 117 78 136 59.0

2022 前 全体 743 1850 3201 2433 2719 45.7

2022 後 国際言語・文化学科 170 310 410 359 431 49.7

2022 後 史学・文化財学科 142 265 495 380 364 48.0

2022 後 人間関係学科 87 181 365 318 505 39.2

2022 後 食物栄養学科 218 357 588 469 496 49.8

2022 後 発酵食品学科 30 78 172 123 188 39.9

2022 後 国際経営学科 189 406 643 486 526 48.5

2022 後 講義科目 444 1171 2330 1960 2166 42.0

2022 後 演習科目 386 601 845 639 728 53.3

2022 後 実験・実習科目 133 124 133 98 117 66.6

2022 後 全体 1009 1988 3396 2736 3170 46.5

（４）授業時間外学習時間（予復習時間）の状況
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